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今日、科学技術・情報化の高度な展開は、人々のライフスタイルや産業活

動に大きな変革をもたらしてきています。一方で、少子高齢化が急速に進行

し、高齢社会を迎えたなかでは、誰もが社会を支える一員として、生きがい

をもって暮らせるような社会の実現が求められています。 

本市では、こうした状況を踏まえ、昨年３月に平成２４年度から３２年度

までを計画期間とする船橋市総合計画後期基本計画を策定したところであり

ます。本計画では、市民の皆様に船橋に「住んでよかった、住み続けたい」

と思っていただくため、まちづくりの重要なテーマを６つの「めざすまちの

姿」として掲げて、関連する施策を総合的かつ重点的に推進することとして

おります。そして「文化を育み豊かな心と生きがいが実感できるまち」の実

現に向けては、取り組みの柱のひとつとして「生涯学習の推進」を掲げてい

るところであります。 

これに関して、本市では、これまでも第一次生涯学習基本構想・推進計画

を策定し、生涯学習の推進に取り組んでまいりましたが、第一次計画の期間

が平成 23 年度に終了したことから、今般、第二次生涯学習基本構想・推進

計画を策定したところであります。 

本計画においては、船橋市総合計画後期基本計画に加えて、平成２２年度

からの「船橋の教育～教育振興ビジョン及び教育振興基本計画～」など、市

の各計画との内容の整合を図りました。 

生涯学習は一人ひとりの生きがいづくりや自己実現の方策であると同時に

豊かな地域づくりに資するものとして、その重要性はますます高まっていま

す。今後は、本計画の内容を具体的な施策として生かし、生涯学習社会の充

実に向けて推進してまいりますので、市民の皆様のご理解とご協力をお願い

申し上げる次第です。 

結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見やご提言をお寄せいただき

ました多くの皆様に、心より感謝を申し上げます。  

 

 

 

 

               平成２５年３月 

 

               生涯学習推進本部長 

               船橋市長 藤 代 孝 七 
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第１編  ふなばし一番星プランの改定の背景  



2 

 

１章．本計画の概要  

 

１． 改定の背景 

 

市の生涯学習全体について定める「船橋市生涯学習基本構想・推進計

画」（ふなばし一番星プラン：第一次計画）は、平成 12 年度に策定さ

れました。本計画は「生涯学習時代の到来」を見据え、教育委員会だけ

ではなく、市をあげて市民の学習ニーズに応える体制づくりを目指すべ

く、10 年間の市全体の生涯学習について定めたものです。市において

も、本計画策定後、生涯学習に係る様々な施策を展開してまいりました。 

平成 18 年 12 月、教育基本法が改正され、「生涯学習の理念」、「家

庭教育」、「学校・家庭・地域の連携協力」に係る内容が新たに規定さ

れるとともに、国や地方が総合的かつ計画的に教育施策を推進するため、

「教育振興基本計画」が定められるなど、国においても大きな動きがあ

りました。また、市の生涯学習を取り巻く状況も大きく変わりつつあり

ます。 

改定にあたっては、市民の委員からなる「船橋市生涯学習推進協議会」

において、活発な討議がなされるとともに、多くの意見をいだだきまし

た。 

第二次計画では、平成 12 年度に策定された第一次計画に引き続き、

『輝け！「船橋のみんながもっている一番星」』を、市の生涯学習施策

における市の目指す方向として掲げ、第一次計画の進捗状況の検証・評

価とあわせ、３つの重点目標と、７つの方策の内容について再構成を行

い、２つの重点目標と 4 つの方策としました。 
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２． 計画の位置づけ 

 

本計画は、市の基本的な施策を体系的に定めた「船橋市総合計画後

期基本計画」のもとに、市の教育が目指すべき方向性及び目標を明ら

かにした「船橋の教育」と整合性を図りながら、その他教育に関する

個別計画や他部局の個別計画を総合的に勘案し策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１  船橋市総合計画  

「総合計画」は、将来の本市のあるべき姿を示した「基本構想」、基本構想を実現するた

めの基本施策を定めた「基本計画」、3 年間に取り組む事業計画を具体的に示した「実施計

画」の 3 つから構成されています。  

「船橋市総合計画後期基本計画」は、平成 24 年度から 32 年度の取り組みを体系的に定

めたものです。この計画に沿って市政運営を総合的かつ計画的に進めることにより、本市の

まちづくりの目標である『生き生きとしたふれあいの都市・ふなばし』を実現していきます。  

 

※２  船橋の教育  

「船橋の教育」は、教育振興のための各施策に関する基本的計画として、「ふなばしの教

育」（平成 16 年 4 月）を改定したものです。  

平成 22 年度からの 10 年間を見据えた教育の姿「教育振興ビジョン」を示すとともに、

平成 22 年度から平成 26 年度までの 5 年間に実施すべき教育施策ごとの事業計画「教育振

興基本計画」を具体的に示しています。  

第二次船橋市生涯学習 

基本構想・推進計画 

～ふなばし一番星プラン～ 

平成 24 年度～32 年度 

（第一次計画：12 年度～23 年度） 

・船橋市次世代育

成支援行動計

画ふなばし・あ

いプラン 

・船橋市地域福祉

計画 

・ふなばし健やか

プラン２１ 

   ほか 

 

「船橋の教育」 

～教育振興ビジョン及び 

教育振興基本計画～※２  

平成 22 年度～26 年度 

 

「船橋市総合計画後期基本計画」 

～ふるさとふなばしプラン 2020～※１  

平成 24 年度～32 年度 

 

他の計画との連携 

・「船橋市生涯スポーツ振興計画（改訂版）」  

平成 20 年度～29 年度       ※3 

・「船橋市子どもの読書活動推進計画」※4 

平成 21 年度～25 年度 

・「船橋市図書館サービス推進計画」※５  

平成 24 年度～32 年度 
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※３  船橋市生涯スポーツ振興計画（改訂版）  

    本計画は、「船橋市生涯スポーツ振興計画」（平成 14 年 4 月）の改訂版として、平成

20 年 8 月に、総合計画に基づき、市民一人ひとりが生涯にわたり、生きがいを感じて健

康な生活を送ることができるよう、それぞれのライフステージに応じて、いつでも、どこ

でも、気軽に楽しく参加できるスポーツ・レクリエーション活動の機会を提供するため策

定したものです。  

    活動の場となる施設整備や指導者養成など、スポーツ環境の整備に努め、市民の生涯ス

ポーツ・レクリエーション活動の推進を図るために、国のスポーツ基本計画、県体育スポ

ーツ推進計画、船橋市総合計画後期基本計画を基に、平成 26 年 4 月「船橋市スポーツ推

進計画」を策定する予定です。  

 

※４  船橋市子どもの読書活動推進計画  

「船橋市子どもの読書活動推進計画」は、平成 21 年度から平成 25 年度までを計画期

間として、子どもが読書の楽しさに気づき、自ら読書を楽しむことができる環境づくりを

社会全体で計画的に推進することを目的に策定しました。  

 

※５  船橋市図書館サービス推進計画  

    「船橋市図書館サービス推進計画」は、計画期間を平成 24 年度から平成 32 年度まで

とし、市民に読書機会を提供する施設として、市民の「読みたい・調べたい・学びたい」

に応える図書館を目指して策定しています。  

３． 計画の構成 

 

本計画は、次のように構成されています。 

 

第１編 「ふなばし一番星プランの改定の背景」 

計画改定の背景、位置づけ、概要など、本計画の改定についてまと

めました。 

 

第２編 「生涯学習基本構想」 

 ２つの重点目標、４つの方策のもとに、市の目指す方向と、各施策

を体系化し、基本構想としました。 

 

第３編 「各施策」 

 方策ごとに、各施策の詳細を掲載しました。 

 

資料編 

・「第一次計画に係る施策の進捗状況及び評価」 

（各施策の進捗状況について、前回計画の策定時である平成 12

年度から 23 年度までの内容、その評価） 

   ・「市の生涯学習をめぐる状況」 

・「教育基本法の改正について」 

・「船橋市生涯学習推進本部設置要綱」 

・「船橋市生涯学習推進協議会設置要綱」 

・「船橋市生涯学習推進協議会委員名簿」 



 

5 

 

４． 計画の進行管理 

計画を着実に推進するために、計画の進捗状況を取りまとめ、社会

教育委員会議により、達成度を検証することとします。  
 

５． 計画の期間 

平成 24 年度～平成 32 年度 

ただし、５年を目途に計画の達成状況、社会情勢の変化等を踏まえ、

必要に応じて内容の見直しを図ります。 
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６． 第一次計画との比較 

平成 12 年度に策定した第一次計画では、生涯学習を通して生活にう

るおいや生きがいを見つけ、学校を応援し、学んだ成果を多様な形で地

域に生かしてまちづくりにつなげることを目標として、「３つの重点目

標」と「7 つの方策」を設定しました。 

それから約 10 年が経過し、その後も急増し続けている現代的な課題

に対応するため、学校、家庭、地域、行政との連携・協力の必要性がよ

り高まっています。 

そこで、第二次計画では、第一次計画の方向性をそのままに引き継ぐ

こととし、人々のつながりを大切にしつつ、各自の持っている知識・技

術や学んだ成果を地域社会に生かしていける体制づくりを目指して、 

「2 つの重点目標」と、「4 つの方策」を設定しました。 

 

○ 第一次計画 

 

 

 

３つの重点目標 
Ⅰ 自分らしい生きがいを見つけよう 

（私らしさ育む生涯学習の推進） 

Ⅱ 地域のみんなで学校を応援しよう 

（学校の機能の拡充と生涯学習の推進） 

Ⅲ みんなでまちづくりにかかわろう 

（生涯学習によるまちづくりの推進） 

７つの方策 
方策１ 

自分探しの学習を応援します 

（社会の変化に対応した学習機会を充実する） 

方策２ 

一人ひとりを大切にした学習活動を応援します 

（ライフステージ・ライフサイクルに応じた学習機会・活動を充実する）  

方策３ 

学校・家庭・地域が手を結びます 

（学校・家庭・地域の連携・融合を推進する） 

方策４ 

学校を地域みんなの学習の場にします 

（学校の生涯学習機能を高める） 

方策５ 

学習に必要な情報を提供します 

（学習情報の提供と相談体制を整備・充実する） 

方策６ 

心地よく学べる環境を整備します 

（生涯学習環境の整備・充実とネットワーク化を図る）  

方策７  

市民と行政が一丸となって生涯学習を推進します 

（生涯学習推進体制を整備・充実する） 

 
社会参加活動に参加して良かったこと

57.1

47

38.8

33.4

32.2

22.6

18.7

0.3

2.3

新しい友人を得ることができた

生活に充実感ができた

健康や体力に自信がついた

お互いに助け合うことができた

地域社会に貢献できた

社会への見方が広まった

自分の技術、経験を生かすことができた

その他

特にない

内閣府「高齢者の地域社会参加への

参加に関する意識調査」平成20年

（％）
～60歳以上の男女～
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○ 第二次計画 

 

 

改定のポイント 

１） 第一次計画・重点目標Ⅰにおける、生涯学習を通して「生きがい」を探す

だけでなく、第二次計画・重点目標Ⅰでは、「自分らしく学び続ける」こ

とで、急増している現代的な課題に向き合うこととしました。  

２） 第一次計画・重点目標Ⅱの「地域のみんなで学校を応援しよう」は、第二次

計画では方策の中で述べることとし、より具体的な課題としてとらえました。 

３） 第一次計画・重点目標Ⅲは第二次計画・重点目標Ⅱとして、学びで得た成果

を「まちづくり」から、より身近な「地域に生かしてつながる」とすること

で、自己実現の積極的な応援を目指すこととしました。  

 

 

改定のポイント 

１） 学習機会の提供にかかわる第一次計画の方策１～２を、第二次計画では方策

１としてまとめ、「社会状況に対応した自分探しの学び」を応援することと

しました。 

２） 学校にかかわる第一次計画の方策３～４を、第二次計画では方策２としてま

とめ、学校を学習の場とするだけでなく、学校・家庭・地域が一体となって

連携・交流する場としてとらえ、地域の子どもたちを地域で守り育てること

としました。 

３） 第一次計画の方策５～６を、第二次計画では生涯学習の環境づくりとしてま

とめました。 

４） 生涯学習推進体制の整備・充実についてまとめた第一次計画の方策７につい

ては、第二次計画では現代的な課題に向き合うため、生涯学習を通して人々

のつながりを大切にした「地域の教育力」を向上することで、「地域づくり」

「人づくり」を目指すこととしました。  

 

 

  

２つの重点目標 
Ⅰ 生涯を通して自分らしく学び続けよう 

Ⅱ 学びで得た成果を地域に生かしてつながろう 

４つの方策 
方策１  

社会の状況に対応した自分探しの学びを応援します  

方策２  

地域のみんなで学校を応援します 

方策３  

充実した生涯学習の環境づくりを目指します 

方策４  

地域の教育力の向上を目指します 
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２章．知の循環型社会の構築に向けて  

 

平成 12 年度に第一次計画を策定して 10 年以上が経過し、この間、市

においては、人口の増加、高齢化、子どもを取り巻く教育環境等の変化な

ど、その状況は大きく変化してきています。 

一方、「市の生涯学習をめぐる状況」（資料編参照）からも明らかなよ

うに、人々の学習要求や生涯学習政策に求められている課題は、一層高ま

りつつあることがわかります。 

 このような教育環境等の変化に柔軟に対応する必要性から、国では平成

18 年に教育基本法を全面改正するとともに、それを受けて平成 20 年に

は中央教育審議会から「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策につい

て ～知の循環型社会の構築を目指して～」の答申が出され、この答申に

おいては、「各個人が、自らのニーズに基づき学習した成果を社会に還元、

社会全体の持続的な教育力の向上に貢献するといった『知の循環型社会』

を構築することは、持続可能な社会の基盤となり、その構築にも貢献する

ものと考えられる」と述べています。 

 市では、このような背景を踏まえて、「生涯を通して自分らしく学び続

けよう」、「学びで得た成果を地域に生かしてつながろう」の２つを重点

目標とし、“学んだことを地域に生かした、生き生きとしたふれあいのま

ち”を、市の目指す「生涯学習社会」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 １  ～「生涯学習」の広がり～ 

「生涯学習」に関する認知度は、昭和 63 年の 58％から平成 17 年以降は 80％

を超えており、「生涯学習」に対する人々の関心やその大切さが、広く理解されてき

ているものと思われます。  

 

58
64.5

74
80.7 80.5

42
35.5

26
19.3 19.5

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

S63 H4 H11 H17 H20

生涯学習の認知度

（聞いたことが）ある （聞いたことが）ない

（％）

（％）

「生涯学習に関する世

論調査」内閣府H20年
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参考 ２  ～「物の豊かさ」から「心の豊かさ」へ～ 

私たちがこれからを生きていく上で大切なものは何か。調査結果を見ると、昭和

55 年以降、「物の豊かさ」から「心の豊かさ」へと、人々の求めるものが大きく変

化していることがわかります。また、現代社会において、高齢者の孤独死、核家族化

など、地域社会における人間関係の希薄化などが問われる一方、地域の社会参加活動

への参加意欲も高まってきています。 

   

参考 ３  ～社会活動の中に生きがいや充実感を見つけること～  

地域社会において自らの能力を生かし、他者から受け入れられ、認められることに

大きな喜びを見出すことができます。地域活動に参加している人たちの多くから、「新

しい友人を得ることができた」「生活に充実感ができた」「健康や体力に自信がつい

た」といった回答があります。 

社会参加活動は、自主的な活動であり、学歴や経歴に関係なく一人の人間として受

け入れてくれる仲間がいるからこそ楽しいものとなります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

36.8 

42.2 

49.6 

53 

56.8 57 57.8 
60 

64 

41.3 

39.8 
32.9 30.8 

28.1 29.3 28.4 
31.1 30.1 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

昭和50年 

(1975) 

55年 

(1980) 

60年 

(1985) 

平成2年 

(1990) 

7年 

(1995) 

11年 

(1999) 

17年 

(2005) 

22年 

(2010) 

24年 

(2012) 

心の豊かさ 国民生活に関する世 

論調査：内閣府H24年 

【心の豊かさに重きをおきたい】 

【物質的な面に重きをおきたい】 

（％） 

57.1 

47 

38.8 

33.4 

32.2 

22.6 

18.7 

0.3 

2.3 

新しい友人を得ることができた 

生活に充実感ができた 

健康や体力に自信がついた 

お互いに助け合うことができた 

地域社会に貢献できた 

社会への見方が広まった 

自分の技術、経験を生かすことができた 

その他 

特にない 

社会活動に参加して良かったこと 

（％） 
～60歳以上の男女～ 

「高齢者の地位社会への参加に関

する意識調査」内閣府H20年 



10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育基本法の改正 
「生涯学習の理念」（第 3 条）、「家庭教育」（第 10 条）  

「社会教育」（第 12 条）、「学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力」（第 13 条） 

 
新しい時代に対応した自立した個人や地域社会の形成に向けた  

生涯学習振興・社会教育の必要性・重要性  

学習成果の活用 

地域の社会構造の変化  社会の変化に対応した 

総合的な知の必要性 

＜制度＞ 

○社会教育関係三法の改正 ※５ 

・教育委員会の新たな役割の明確化（学校支援活動や家庭教育支援等） 

・司書及び学芸員等の資格要件の見直しと研修の充実 等 

＜事業による仕組みづくり＞ 

○地域ぐるみで子どもの教育を行う環境づくり 

・放課後子どもプラン、学校支援地域本部事業の推進 

○学習成果の評価の仕組みづくり 

・民間事業者が行う検定試験等に関する評価の客観性や質を担保する新たな仕組みづくり 等   

新たな施策 

参考 新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について 

～知の循環型社会の構築を目指して～ 平成 20 年中央教育審議会答申 

新たな学習の需要 

○変化に対応し、社会を生き抜く力（『生き

る力』等※２）の育成  

―学校外活動プログラムの検討の充実  

○多様な学習機会、再チャレンジ可能な環境

の整備、相談体制の充実  

―生涯学習プラットフォームの形成※3 

○学習成果の評価の通用性向上  

－検定試験の質保証の仕組みの検討  等  

国民一人一人の生涯を通じた 

学習への支援 ※１  

個人の要望 ＋ 社会の要請 

 社会全体の教育力の向上※4 

～地域の課題・目標の共有化～  

○身近な地域における家庭教育支援  

―きめ細かな学習機会・情報の提供、相談対応  

○学校を拠点に地域ぐるみで子どもの教育を行

う環境づくり  

―学校支援の仕組みづくり、放課後の居場所づく

り  

○社会教育施設等のネットワーク化  

―公民館、図書館、博物館等の活用  

○大学等との連携  等  

学校 家庭 ＋ ＋ 地域 

「
知
の
循
環
型
社
会
」
の
構
築 

新しい時代に向けて生涯学習を積極的に推進していくためには、その基盤を整備

していくことが必要になってきていることから、国では教育基本法を全面改正しま

した。そこでは、「生涯学習の理念」「家庭教育」「学校、家庭、地域住民等の相

互連携協力」などを条文化し、「知の循環型社会の構築」を目指しています。 
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※１  「国民一人一人の生涯を通じた学習の支援」  

（中央教育審議会答申  平成 20 年「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環

型社会の構築を目指して～」より）  

1．「生きる力」の育成について、学校教育外の活動においても支援する観点から、子どもの学校教

育外の学習の在り方の検討、2．地域社会における課題解決の機能を総合的に確保するための、社会

教育施設などを活用した多様な学習の場や学習成果を生かす機会の充実、 3．大学などが社会人を対

象とした課程を修了した者に対して証明書を交付することができる履修証明制度や、就職活動などの

職業キャリア形成に活用するジョブ・カード制度の活用、第三者評価機関が検定試験について評価を

行う際のガイドラインの作成による学習成果の評価の社会的通用性の向上などを、方策として挙げて

います。  

 

 

※２  「生きる力」  

（中央教育審議会  平成 7 年「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について」より）  

自分で課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する能

力、自らを律しつつ、他人と協調し、他人を思いやる心や感動する心など、豊かな人間性とたくまし

く生きるための健康や体力、これらの力を「生きる力」ととらえます。  

 

 

※3 「生涯学習プラットフォーム」  

（中央教育審議会答申  平成 20 年「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環

型社会の構築を目指して～」より）  

学習活動を行う上で、産業界・大学・専修学校・ＮＰＯ等の民間団体等が連携し、キャリアアップ

等に資する学習コンテンツの提供や学習相談によって、学習活動を推進する地域の基盤となるもの。 

 

 

※4 「社会全体の教育力の向上」  

（中央教育審議会答申  平成 20 年「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について～知の循環

型社会の構築を目指して～」より）  

1．子育てに無関心な保護者や関心は高いが学ぶ余裕のない保護者を含めた、様々な保護者に対する

きめ細やかな家庭教育支援を積極的に進めていくための、身近な地域における家庭教育支援基盤の形

成、2．地域住民による積極的な学校支援の取組や「放課後子どもプラン」など、学校を地域の拠点

として社会全体で支援する取組の推進、3．地域の学習拠点である公民館や図書館、博物館等の社会

教育施設の活用を提言しています。  

 加えて、施策を推進する際の留意点として、1．「個人の要望」と「社会の要請」のバランスの視

点、 2．「継承」と「創造」を通じた持続可能な社会の発展を目指す視点、3．連携・ネットワーク

を構築して施策を推進する視点の三点を方策として挙げています。  

 

 

※５  「社会教育関係三法」  

１．社会教育法   ２ . 図書館法  ３ , 博物館法  を指します。  

  

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%B3%E6%9B%B8%E9%A4%A8%E6%B3%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8D%9A%E7%89%A9%E9%A4%A8%E6%B3%95
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無所属人間 

リカレント教育※  
家庭教育Ⅱ 

親として子育てを  

家庭教育Ⅰ 

親からの教育を  

学校教育  

（
学
校
教
育
） 

就

労

期 

社会教育  

60 歳－  

40 歳－  

20 歳－  

0 歳  

退職 

子育て終了 

☆第１子誕生 

母親 30.1 歳  

☆初婚平均年齢 

男 30.7 歳  

女 29.0 歳  

（ H23 年 ）  

「 人 口 動 態統計」  

 

<H23 年平均寿命 > 

 女 85.9 0 歳  

 男 79.4 4 歳  

（ 厚 生 労 働省 ）  

図１ 教育の垂直的領域 

参考  

    家庭教育・学校教育・社会教育の位置づけについて 

 

川村学園女子大学教授 齋藤哲瑯  

 

１ 教育の垂直的な領域 

 

（１） 家庭教育の位置づけ 

家庭教育は、家庭という場で、親が子どもに対して行う私的な教育であり、親に

は情緒的な発達、コミュニケーション能力、善悪の区別などの基本的な生活能力を

習得させて、社会に送り出す責任があります。 

図 1 の家庭教育Ⅰは、人生の基礎をつくる上で重要な時期です。親は子どもの

自立心や社会性を育てる必要があり、18 歳で区切ってあります。 

 家庭教育Ⅱは、自分が親とな

って子育てをする時期です。 

親が 50 歳くらいになると子ど

もは家から独立していなくなり、

その後は夫婦２人だけの生活と

なります。 

 生活力を持たずに企業内に人

間関係や自分の居場所を築いて

きた会社人間のご主人が家に戻

ってくると、家族から疎んじら

れることがあるようです。 

そのようにならないためにも、

生活のあり方を真剣に考え、地

域社会の中に自らの居場所を求

めていくことを検討してみては

いかがでしょうか。 

 

 図１※「リカレント教育」  

学校を修了して社会に出た人が、必要に応じて  

働きながら、または仕事を離れ、再び学校で受ける  

教育をいう。  

 

（２） 学校教育の位置づけ 

学校教育は、教師が児童・生徒の年齢や発達段階に即した内容や方法を考慮して、教

材やテキストを活用しながら、健全な社会生活を送ることのできる基礎能力を授けるこ

とを目的としています。ただ、学校教育が 20 歳過ぎに終わることを考えると、今日の

急変する時代にあっては、学校で教わった知識や技術だけで卒業後の人生 60 年を生き

ていくことは困難といえましょう。 

 最近の子どもには、自立心や社会性の欠如、学力低下などの問題が指摘されています

が、本来家庭で習得させなければならない生活力や自立心の育成までも学校に依存しが

ちな現実を見直し、家庭と学校の役割を明確にしつつ、地域との具体的な協力体制が求

められています。 
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（３） 社会教育の位置づけ 

 社会教育は、学校以外の家庭や地域社会において行われる様々な学習活動を支援する

という立場であることから、社会教育行政は、これまで社会教育施設の設置、講座・講

習会等の開催、学習相談などに取り組んできました。最近では、子どもの自立性や社会

性の育成などを目的とした体験活動、子育て中の親を対象とした講習会や子育て相談、

ボランティア活動の推進などにも力を入れてきています。図 1 のように、家庭教育や学

校教育が人生の途中で終わるのに対して、社会教育は人生の全てのライフステージにつ

ながっていることから、その重要性がわかります。 

 

 

 

２  教育の水平的な領域 

 

「教育の水平的領域」（図 2）です。これは、教育を平板的にとらえて「地域の中に

家庭や学校が存在する」という考え方です。今日、指摘されているような教育的な問題

は「家庭教育」「学校教育」「社会教育」の三者のバランスが崩れたことが大きな原因

であることが、この図をコマに例えればよくわかります。 

教育の中心軸を地域に置いて、この三教育のバランスがうまくとれていると回転はス

ムーズになりますが、教育の多くを学校に依存することで、教育のアンバランスを招き、

その結果としてコマの回転力（全体の教育力）が弱まることになります。 

もう一度、それぞれの教育の責任と役割を見つめ直すことが必要なのです。  

今の子どもたちは遊び仲間は同じクラスの子どもたちにかたより、屋外遊びは少なく、

社会とほとんど触れることのない生活のため、社会で生きるための知恵や技術の習得は

極めて困難といわざるを得ません。まずは、教育の基本に立ち返り、家庭教育、学校教

育、社会教育それぞれの責任と役割を明確にするとともに、地域に存在する「自然」「文

化」「人材」「職場・職域」「施設」などとの積極的なふれあいを図る必要があります。  

 

地域活動に参加している多くの人たちが

「活動や学ぶことは楽しい」と答え、その

理由を、①活動を通してたくさんの仲間が

できること、②他人から言われてやるので

はなく自分の意思でやりたいことに挑戦で

きること、③肩書や学歴などに関係なく、

一人の人間として参加できること、④利害

関係を追及しないことを挙げています。 

  

図２ 教育の水平的領域 

自然 

人材 

施設 

社会教育  

（行政）  

学校教育  家庭教育  

文化 

職場・職域 

 

団体   情報 

●  
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第２編  船橋市生涯学習基本構想    
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船橋市生涯学習基本構想・知の循環型社会の構築  

 

 

 

重点目標Ⅰ 生涯を通して自分らしく 

学び続けよう 

重点目標Ⅱ 学びで得た成果を地域に 

生かしてつながろう 

方策１ 社会の状況に対応した自分探しの学びを応援します 

方策２ 地域のみんなで学校を応援します 

方策３ 充実した生涯学習の環境づくりを目指します 

方策４ 地域の教育力の向上を目指します 
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生涯を通して学ぶことで、私たちは生活のうるおいや生きがいだけでな

く、生きる上で必要なことを、自らの意思によって身につけることができ

ます。 

多くの人との出会いや交流を深め、新たな発見、生きがいや多くの仲間

を得ることができます。生涯を通して、自分らしく学び続ける喜びを大切

にしましょう。 

 

 

 

 

 

 

今まで培ってきた個人の技術や知識はもちろん、学びで得た成果は自ら

の生活だけでなく、サークルや自治会、ボランティアなどの活動を通して、

多くの機会に地域で生かすことが重要です。 

地域社会を見つめなおし、自らの居場所づくり、仲間づくりを通して、

より多くの人々とふれあい、つながり、自らの学びの成果を生かすことが

できる生涯学習社会を目指しましょう。 

 

 

  

２つの重点目標  

重点目標Ⅰ 生涯を通して自分らしく学び続けよう 

重点目標Ⅱ 学びで得た成果を地域に生かしてつながろう 

ふなばし市民大学校  

入学式後の全体講座 
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急速かつ複雑に変化している現代社会において、その時々の課題に柔軟

に向き合い、うるおいと生きがいのある自分探しの学びができるよう、学

習機会の提供・充実に努めます。 

また、ライフステージ全体を対象にした多様で的確な学習メニュー・機

会を提供することで、市民の学びを応援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもをめぐる状況は、いじめ、不登校、インターネットをめぐる問題

や、保護者の過保護、子どもに対する無関心、地域と子どもの関わりが少

なくなってきていることなど、多様な課題が発生し、複雑かつ深刻化して

います。 

このようなときこそ、心身ともに健全で心豊かな子どもの育成を図るた

めに、学校・家庭・地域が一体となって子どもを守り育てることが重要で

す。 

地域の人々が各々の持てる技術や能力を生かし、地域全体で学校を応

援します。 

  

４つの方策  

方策１ 社会の状況に対応した自分探しの学びを応援します 

方策２ 地域のみんなで学校を応援します 
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市では、市民の学びの機会がより身近になるよう、生涯学習にかかわる

環境を整備し、施設開館日の増加や電子予約システムの導入、学校開放の

促進などに努めてきました。 

今後とも、多様なライフスタイルや情報化に応える質の高いサービスを

提供するため、公民館、図書館、文化ホール、博物館、青少年施設や体育

施設、学校等を、より充実した市の生涯学習施設とする環境づくりを目指

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災を通して、船橋市に住む私た

ちもあらためて自然の力の大きさや、家族・地域の絆の大切さを再認識す

ることとなりました。 

生涯を通して学ぶことは、自らの生きがいを見つけるだけではなく、こ

のような自然災害に対応し、現代社会ならではの多様化した課題に向き合

う姿勢にもつながるものです。 

このような時代に、学校・家庭・地域、そして行政が一体となってつな

がり、連携することが求められています。 

生涯学習を通して、人々のつながりを大切にした、地域の教育力の向上

を目指します。 

 

方策４ 地域の教育力の向上を目指します 

 

方策３ 充実した生涯学習の環境づくりを目指します 
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第３編  各施策  
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施策１－１．  健康を保持するための学習機会の提供  

生きがいのある充実した生活を送るためには、心身ともに健康であることが特に重要

となります。食生活のバランスや日常の運動、定期的な健康チェック、病気の予防対策

などについて、成長・発達段階に応じて学習することが必要です。   

家庭における正しい食習慣・食生活のほか、学校での給食指導、地域社会においても、

健康の保持・増進を図る学習機会を提供し、その充実に努めます。  

 

 

 

施策１－２．  自然との共生を育むための学習機会の提供  

かつてのライフスタイルでは、経済活動、生活の利便性追求などが重視される傾向が

ありましたが、近年になって、自然との共生について考え、生活を見直すことが求めら

れています。そのため、人生の各ライフステージにおいて、野外体験や自然観察などを

通して、動植物に直接触れるなど、自然との共生が育まれるように、多様な学習機会や

学習情報の提供に努めます。 

 

 

 

施策１－３．  国際人を養成するための学習機会の提供  

様々な問題が一国では解決できなくなってきたグローバル化した現代社会においては、

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうと

しながら、地域社会の構成員として共に生きていく「多文化共生」や「内なる国際化」

を、一人ひとりが意識し、地域で推進していくことが重要です。  

そこで、国際社会で生きる人材の養成のための学習機会の提供に努めます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方策１  社会の状況に対応した自分探しの学びを応援します  

 

急速かつ複雑に変化している現代社会において、その時々の課題に柔軟

に向き合い、うるおいと生きがいのある自分探しの学びができるよう、学

習機会の提供・充実に努めます。 

また、ライフステージ全体を対象にした多様で的確な学習メニュー・機

会を提供することで、市民の学びを応援します。 
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施策１－４．  情報化社会への対応力を高めるための学習機会の提供  

インターネットをはじめとする情報化社会は、日々進化し続けています。コンピュー

タや携帯電話のみならず、家庭や街なかでの様々な情報機器は、多様なネットワークと

結ばれ、世界中から情報を受け取るだけでなく、個人単位で自由に発信することのでき

る状況にあります。 

このような中、生活の利便性が飛躍的に向上していることで、その活用に対する知識

が必要となる一方、今までに予想できなかった新たな危険が、世代を問わず発生してい

ます。 

そのため、ライフステージに応じた情報活用能力を高めるための学習機会の提供に努

めます。 

 

 

 

施策１－５．  家庭の教育力を高めるための学習機会の提供  

子どもに基本的な生活習慣を身につけさせることやしつけなどは、一義的にはその保

護者が負うべきものですが、少子高齢化や核家族化が進む現代社会においては、地縁・

血縁の希薄化などにより、保護者の地域や家庭内の孤立化などの問題が発生してきてい

ます。 

そこで、地域社会全体で子育てを支援して、家庭の教育力の向上に努めます。  

 

 

 

施策１－６．  現代的課題に対応した消費者の学習機会の提供  

物質的な豊かさは人々の消費活動を活発にし、多様なライフスタイルを形成してきま

した。 

そのような時代においては、消費活動の選択肢が多岐にわたり、この機を利用した悪

質商法など、様々な消費者問題が発生しています。 

そのため、消費者一人ひとりが、自己責任に基づいて適切な対応が図れるように、消

費に関する情報や学習機会を提供します。 

 

 

 

施策１－７．  人材育成と仲間づくりを目指す総合的な学習機会の充実  

ふなばし市民大学校は、平成 16 年にそれまでの老人大学・スポーツ健康大学・ボラ

ンティア大学・生涯学習コーディネーター養成講座を一元化してスタートしました。  

老人大学を前身とするいきいき学部には、一般教養学科や園芸学科等を設置し、学び

を通した仲間づくりを行っています。 

また、その他の大学・養成講座を前身とするまちづくり学部には、まちづくりのため

に地域で積極的に活動することを目指した 3 学科に加え、平成 22 年度には新たにふな

ばしマイスター学科を設けました。 

それぞれの目的にあった学習機会の提供を行い、ふなばし市民大学校のカリキュラム

の充実に努め、人材育成や仲間づくりを推進します。 
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施策１－８．  ライフステージに応じた学習機会の提供  

 人の一生には、乳幼児期から、児童・生徒期、青年期、成人期、高齢期といったライ

フステージがあります。個人がそれぞれの時期に抱える様々な課題に応じて、多様で的

確な学習機会を提供します。 

 

 

 

施策１－９．  世代間交流の推進  

少子高齢化や核家族化が進む中で、家族や地域において、異世代とのふれあいや交流

する機会が少なくなってきています。このため、相互の理解が十分でなく、地域の伝統

文化の継承も難しくなるなど、様々な影響が出ています。 

このような状況の中、世代間の交流活動を通して、異世代間の心のふれあいや相互理

解を深めるだけでなく、地域社会でともに暮らしているという認識を育む必要がありま

す。そこで、学校教育や学校外活動の中で、積極的に世代間交流の機会の提供に努めま

す。 

 

 

 

施策１－１０． スポーツ・レクリエーションの充実  

市民参加のマラソン大会や各種競技大会、健康づくりを目的とした様々なエクササイ

ズなど、身近で手軽なスポーツへの興味は、社会的な高まりを迎えています。  

また、スポーツやレクリエーションは、一人ひとりの心身の健康を促進するだけでな

く、コミュニケーションや仲間づくりを促し、地域の連携の強まりにつながることが期

待されます。そこで、スポーツ・レクリエーションの機会の充実に努めます。  

 

 

 

施策１－１１． 芸術文化活動の推進  

芸術文化活動は、個人にとどまらず、やがては市全体への広がりが期待されます。ま

た、歴史的な文化遺産を生かし、まちを活性化していくためには、芸術文化活動の支援

を進めていくことが必要です。 

近年においては、新たにデジタル化技術などによって、文化の次世代への継承も高い

質で維持することが可能となっています。芸術文化にかかわる団体との連携なども視野

に入れ、芸術文化活動の振興を図るための学習機会や活動の場の提供に努めます。  

 

 

 

施策１－１２． ノーマライゼーションの実現に向けての学習機会の充実  

障害者と健常者が互いの壁を取り払って暮らすという従前からの「ノーマライゼーシ

ョン」という考え方については、近年、高齢者や外国人などを含めた「社会的不利な状

況に置かれた人々全般への支援」という考えへと、その対象を広げつつあります。  

 地域社会の中で多様な人々が、より多くの学習活動に参加するためには、ボランティ

アなどのサポート体制に加えて、保健・医療・福祉と生涯学習分野との連携も必要です。  

暮らしやすいまちづくりを進めるため、啓発活動やボランティアなどの支援を促進し、

学習機会の提供や交流活動を進めます。 
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施策１－１３． 人権意識を高めるための学習機会の充実  

全ての差別をなくし明るい社会を築くために、一人ひとりが人権意識を高めていくこ

とが重要です。 

そのために、社会を構成する人々全員への正しい理解が必要であり、関係機関との連

携を深めながら、啓発活動や多様な場での学習機会を通して人権意識の高揚を図ります。 

 

 

 

施策１－１４． 男女共同参画社会に向けての学習機会の提供  

男女が対等なパートナーとして、あらゆる分野で活躍できる社会が求められています。

そこで女性の自立を支援する学習や、男性が女性の立場を理解する学習など、男女共同

参画社会の実現に向けた学習機会の充実に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

船橋市は 26 の公民館や多くの体育施設などを会場にした、地域での学習活動が盛

んなまちです。これらの活動情報をトータルでお知らせするガイドブックとして「楽

しく学ぼうふなばし」（Gaku Gaku Funabashi）を、平成１１年度から発行してい

ます。 

講演会、学習会、パソコン教室、コンサート、住宅や

家庭教育にかかわる各種相談など、幅広く市の事業を紹

介するほか、大学での教養講座など、自主的に「何かを

学びたい」「体験したい」という市民の皆さんの要求に

応える情報を 1 冊に取りまとめ、市民の生涯学習に役立

つことを目的とします。 

また、市ホームページにも掲載しています。 

 

 

 
楽しく学ぼうふなばし 
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ふなばし市民大学校は、平成 16 年度にスタートしました。 

まちづくり学部では 18 歳以上を対象にスポーツプランナー、ボランティア、

学びのコーディネーターなどの養成のほか、いきいき学部では 60 歳以上を対象

に、健康やパソコン、陶芸、園芸といった幅広い内容を年間のカリキュラムで学

ぶことができます。 

卒業後の活動も非常に活発で、すでに 2,300 人を超える「いきいき学部修了

生」が集う「船橋市いきいき同窓会」は、秋の運動公園で開催される運動会を始

め、各種年間行事を開催。まちづくり学部の学びのコーディネーター学科修了生

が組織する「生涯学習コーディネーター連絡協議会」は、各公民館事業の企画運

営に参加するなど、その熱心で生き生きとした姿は、市が目指す生涯学習のあら

われの一つです。 

  

学

部 
まちづくり学部 いきいき学部 

 

学 

 

科  

スポーツプランナー 

※スポーツコミュニケーション 
一般教養 

ボランティア 

※ボランティア入門 
健康 

学びのコーディネーター 

※生涯学習サポート 
パソコン 

ふなばしマイスター 
陶芸 

園芸 
        ※は平成 25 年度から改称  

 

 ふなばし市民大学校 

市内・寺町の史跡をめぐる  

ふなばしマイスター学科  

園芸学科の皆さんによる  

花壇づくり  
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「ふなばし音楽フェスティバル」は、毎年２月を音楽月間と位置づけて、市内各地

でのさまざまな音楽イベントによって、街中が色とりどりの音色に包まれます。 

船橋アリーナを会場に、小・中・高校や一般の音楽団体が一堂に会し、音楽を通し

て市民と交流する「千人の音楽祭」、市民文化ホール・市民文化創造館（きららホー

ル）・勤労市民センターを会場に開催されるコンサートや、地域の各公民館等で気軽

に音楽を楽しむ地域ふれあいコンサートなど、市民の皆さんに身近な場所で音楽に触

れる機会を提供しています。 

 

年  度  実 施 数 

平成１２年度 １１（ ７） 

平成１３年度  ８（ ５） 

平成１４年度 １１（ ７） 

平成１５年度 １１（ ８） 

平成１６年度 １１（ ９） 

平成１７年度 １３（ ９） 

平成１８年度 １３（ ９） 

平成１９年度 １６（１１） 

平成２０年度 １７（１２） 

平成２１年度 １６（１２） 

平成２２年度 １９（１５） 

平成２３年度 ２３（１９） 

＊（カッコ内は、地域ふれあいコンサート実施

公民館等数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ふなばし音楽フェスティバル 

「千人の音楽祭」グランドフィナーレ 

地域ふれあいコンサート 
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施策２－１．  家庭や地域における学校外活動の充実  

児童・生徒期は、野外活動や職業体験などを通して個性を伸ばし、社会性を身につけ

る時期です。そのためには、家庭や地域社会での多様な学校外活動の充実が求められて

います。また、異世代との交流を図ることで、子どもの生きる力を育むことが期待され

ます。 

そこで学校・家庭・地域の連携により、さらに学校外活動の充実を図ります。  

 

 

 

施策２－２．  地域との連携による家庭教育の充実  

現代の子どもは、生活体験や地域社会での集団活動が少ないため、他人との関係を上

手に保つことが難しいといわれています。 

一方、家庭においては、コミュニケーションを図ることや、しつけが適切に行われる

ことがより一層求められています。 

そこで、家庭が子どもを育てる教育的機能を果たすことができるよう、子育てなどに

かかわる学習機会を提供するとともに、PTA・青少年団体などの関係団体の協力を得な

がら、学校、家庭、地域の連携をさらに進め、家庭教育の充実を図ります。  

 

 

 

施策２－３．  学校を地域全体で支援していく体制の推進  

 子どもをとりまく環境が複雑に変化する中で、学校と地域の連携や、地域全体で学校

を支援していくことが求められています。 

そのような中、知識や技能を持った地域住民がボランティアとして、さまざまな支援

に参加することは、新たな世代間交流が生まれ、さらには児童や生徒の規範意識を育む

ことになると考えられます。 

市では、地域全体で学校を支える学校支援地域本部事業を実施しています。市全域に

この取り組みを広げることを目指します。 

 

方策２  地域のみんなで学校を応援します  

 

子どもをめぐる状況は、いじめ、不登校、インターネットをめぐる

問題や、保護者の過保護、子どもに対する無関心、地域と子どもの関

わりが少なくなってきていることなど、多様な課題が発生し、複雑か

つ深刻化しています。 

このようなときこそ、心身ともに健全で心豊かな子どもの育成を図

るために、学校・家庭・地域が一体となって子どもを守り育てること

が重要です。 

地域の人々が各々の持てる技術や能力を生かし、地域全体で学校を応

援します。 
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施策２－４．  地域や異年齢集団とかかわる機会の充実  

社会環境の変化によって、子どもにとって大切な、異年齢集団で遊ぶ機会や地域の人

たちとかかわる機会が減少し、地域社会の結びつきが薄れつつあります。  

そのような中で、自治会や PTA、地域住民の協力を得た学校行事や地域の行事など、

様々な交流を通して子どもが地域や異年齢集団とコミュニケーションを図れる機会を提

供しています。 

このような交流を通して、次世代へ伝えるべき知恵や生き方や思いやりの心を育むな

ど、多様な人々がかかわって子育てが支援できるように努め、学校・家庭・地域が互い

に連携し、一体となった学習環境づくりを目指します。 

 

 

 

施策２－５．  地域における学校施設のあり方  

学校施設については、市の生涯学習施策推進の重要な拠点として、地域に開放されて

きました。市民の最も身近な教育施設として、グラウンドやその他体育施設の有効利用

などを積極的に進めてきました。 

今後も、学校施設について、地域の要望に応じた活用とともに、地域の人々の学習の

場としても、その活用を促進していきます。 

 

 

 

施策２－６．  学校をめぐる現代的課題に向けての取り組み  

いじめや不登校などが、社会的に問題となっています。学校をめぐる現代的な課題に

対して、相談体制の充実を図るとともに、柔軟な対応ができるよう関係機関との連携の

強化に努めます。 

また、学校・家庭・地域が一体となって、子どもを見守ることで、これらの問題に積

極的にかかわる風土づくりを目指します。 

 

 

 

施策２－７．  大学や高等学校等との連携協力  

 大学や高等学校等との連携を図ることは、生涯学習を推進する上で、大きな役割を担

っています。生涯学習への多様な要望にこたえるために、大学や高等学校等の高等教育

機関と連携協力することで、より専門的な学習カリキュラムの提供や人材活用に努めま

す。 
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学校・家庭・地域が一体となって、地域全体で子どもを育てるため、中学校区を

エリアとした体制づくりを目指すのが学校支援地域本部事業です。 

具体的には、地域の人々がボランティアで、小・中学校の要望に応じて、そろば

んや読み聞かせなどを行う授業補助や、植栽の手入れ、学校施設のちょっとした補

修など、学校を支援する組織づくりを行います。 

平成 21・22 年度、三山中学校区をスタートに、平成 24 年度からは海神中学校

区を加え、やがては全市的な取り組みとなることを目標にしています。  

 ＜三山中学校区での取組状況＞ 

 学校支援ボランティア活動状況（平成 22 年度） 

三山中、三山小、三山東小の参加延べ人数  

 学習支援活動 ２７２人、図書 ６１２人、 

部活動指導  ２２９人、環境整備 ２，２４７人、 

 登下校安全指導 １，５３０人 

 

 学校支援地域本部事業 

三山中学校区学校支援地域本部

で活動中の北野さん 

そろばんによる授業補助の風景 

（三山東小学校） 

三山中学校区の活動をお知

らせする「三山のちから」  

学校を支援する地域活動の紹介紙「三山

のちから」を作り始めて、今年で 3 年に

なります。 

スクールガードの皆さんから通学中の

子どもへの温かいお声かけや心遣いに、

「学校を支える地域の方々のお力」を実感

しています。感謝の気持ちをお伝えしたい

との思いから、発行を始めました。 

これからも三山の子どもを見守ってく

ださる地域の方々の活動を広く紹介して

いきたいと思います。 
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平成１７年５月よりスタートした「ハッピーサタデー」は、地域の大人たちの協力を

得ながら、子どもたちがスポーツや文化に親しんでもらう事業として、原則毎月第 3

土曜日（県の「少年の日」）に開催しています。 

全公民館を会場に、町会・自治会、学校、地域の青少年関係団体、児童ホーム等と協

力して、スポーツ・文化・自然体験などの内容で実施しています。  

 

平成２３年度主な事業 

１．映画会 

２．ドッジビー   

３．スポーツ雪合戦    

４．ケーキ作り  

５．子どもまつり  

６．フラワーアレンジメント   

７．クリスマス会   

８．軽スポーツ   

９．そうめん流し    

10．工作教室 

 

平成２３年度参加延人数           

子ども  ４２，２６３人 

大 人   ９，９３７人 

                        合  計  ５２，２００人 

 

スタッフ数（公民館職員含む） 

                                   ４，２８２人   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ふなばしハッピーサタデー 

 

みんなで楽しむ不思議なマジック 

（中央公民館） 
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施策３－１．  学習情報の一元化と情報のネットワーク化  

 市民の学習要望に応え、支援していくためには、学習・文化・スポーツ活動などに関

する学習を行う団体等についての様々な学習情報を一元化し、提供することが求められ

ます。 

 平成１８年度から運用を開始した生涯学習施設予約管理システムでは、生涯学習施設

等の利用について、インターネットを活用した予約サービスを提供しているところです。 

さらなる生涯学習の推進のため、情報の収集と提供に努め、情報ネットワークの整備

を進めます。 

 

 

 

施策３－２．  多様な情報メディアの活用  

学習情報としては、市広報紙や公民館だよりなどの館報・各種パンフレット・チラシ

などの充実が求められます。 

また、いつでも情報提供が可能なインターネット・携帯端末などのメディアの活用も

期待されているところです。 

そこで多様な情報メディアの特性を生かした方法による学習情報の提供に努めます。  

 

 

 

施策３－３．  ライフステージに応じた情報提供  

情報提供を効果的に行うために、学習情報を必要とする人に合わせた手段・方法に配

慮することが必要です。現在は急速な情報化の進展により、情報の弱者が生まれている

状況があります。 

ライフステージに応じた積極的な学習情報の提供は従前になく重要となっています。  

そこで、自ら学ぶ人々に対して、それぞれの時期に合ったより適切な学習情報の提供

に努めます。 

 

 

 

 

 

方策３  充実した生涯学習の環境づくりを目指します  

 

市では、市民の学びの機会がより身近になるよう、生涯学習にかか

わる環境を整備し、施設開館日の増加や電子予約システムの導入、学

校開放の促進などに努めてきました。 

今後とも、多様なライフスタイルや情報化に応える質の高いサービス

を提供するため、公民館、図書館、文化ホール、博物館、青少年施設や

体育施設、学校等を、より充実した市の生涯学習施設とする環境づくり

を目指します。 
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施策３－４．  学習相談体制の整備・充実  

市民の学習要望等に応えるために、その要望にあった学習情報を生かした相談体制が

整備されていることが必要です。 

市民の求めに応じた学習内容や学習方法について適切な助言・指導ができるように、

相談体制の整備・充実に努めます。 

 

 

 

施策３－５．  公民館の整備・充実  

公民館は身近な生涯学習施設として、積極的に利用されており、現在 26 館が整備さ

れています。 

今後も公民館は、生涯学習の学びの拠点として、また、地域コミュニティの中核的施

設として、その果たす役割はますます重要となっています。 

今後は、既存施設の改築・改修を行うことにより、良好な学習環境の整備・充実に努

めます。 

 

 

 

施策３－６．  図書館サービス網の整備・充実  

 「図書館サービス推進計画」に基づき、市民に読書機会を提供する施設として、市民

の「読みたい・調べたい・学びたい」に応える図書館を目指します。  

そのために効果的・効率的な図書館運営を図りながら、図書の充実、開館時間の延長、

貸出し返却拠点の拡充などを進めます。 

 

 

 

施策３－７．  生涯学習関連施設間等の連携・充実  

 市内には、公民館や図書館のほか、市民文化ホールや市民文化創造館、博物館等の文

化施設、児童ホームやキャンプ場等の青少年を対象とした施設、運動公園等の体育施設、

老人福祉センター等の高齢者福祉施設、下水処理場等の環境関連施設、保健センター、

男女共同参画センターといった、多くの施設があります。 

また、市内には生涯学習にかかわる民間事業者や NPO 等もあり、これらの施設との

連携・充実により、一人ひとりの生涯学習への期待に応えることを目指します。  

 

 

 

施策３－８．  生涯学習施設の防災機能強化  

 平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災では、発生直後から JR や私鉄各線が運行を休

止したため、多くの帰宅困難者が発生し、駅周辺の公民館や小中学校等では、避難者受

入れのためトイレや水、食料、毛布等を提供するなどの対応にあたりました。  

これからの生涯学習施設のあり方として、地震や台風などの災害時に対応を図るため、

避難所となる施設については、備蓄品・通信設備の整備を推進するとともに、非常時に

向けての職員訓練など、防災機能の強化を進めます。 
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施策３－９．  総合的な生涯学習推進体制の充実  

学習情報・学習機会の提供、指導者・ボランティアの養成など、市民の多様な学習要

求に応えていくためには、学校との連携や学習ネットワークの構築等、多岐にわたる生

涯学習諸施策を推進する中心的な役割が必要です。 

 第一次計画では、これらの機能を持つ（仮称）生涯学習センターを設置する構想があ

りましたが、その後経済の低迷や社会状況の変化などにより施設の設置は困難となりま

した。 

そこで、生涯学習推進本部の事務局である社会教育課において、生涯学習情報冊子「楽

しく学ぼうふなばし」や、市職員が直接出向いて講師となる「まちづくり出前講座」、

市の生涯学習施設等をインターネットで予約できる「生涯学習施設予約管理サービス」

などを実施することで、生涯学習推進の中心的な役割を担ってきました。  

今後も現体制を充実することとし、生涯学習諸施策の総合的かつ効果的な推進に努め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 自宅のパソコンや携帯電話で、生涯学習施

設の予約・空き状況の照会等を行うことがで

きるサービスとして、平成 18 年度にスター

トしました。 

それまでの、施設ごとの管理から、市内の

生涯学習施設を、一元的に取り扱うことがで

きるシステムとして、利用者に親しまれてい

ます。 

 今後のリニューアルでさらに利用しやす

く、多くの情報を身近に提供することが期待

されています。 

  

 

 
生涯学習施設予約管理サービス 
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船橋の新しい文化発信基地の一つと成るべく平成 15 年に開館。近隣ホールにはない

特色ある自主公演や、青少年を対象としたワークショップなど、若い才能の発掘や支援、

文字どおり市民の文化を創造しながら船橋市の文化芸術を育んでいくことを目指して

います。 

開館以来、毎月第３木曜日に実施している「ちょっと よりみちライブ」はジャンル

にとらわれないコラボレーション、珍しい楽器演奏やメディアには出ない実力あるアー

ティストとの出会いや発信を目的にしています。 

また、新進気鋭のアーティストの起用など、他のホールには例を見ない事業を展開

しています。 

今後は、開館 10 年を機に地元出身者、若手芸術家の発掘、人材育成、さらには船橋

の誇りである伝統芸能にも注目し、創造館の空間にあった特色ある文化芸術の情報発信

を行います。 

 

 ■市民文化創造館（きらら）事業実績概要   

 平成21年度  平成22年度  平成23年度  

利用者数  49,410人  45,105人  46,713人  

団体数  342 336 361 

稼働率  89.30% 87.80% 90.90% 

ちょっと  

よりみちライブ  

１２回  4,186人  １１回  4,240人  

特別公演1回  233人  

１１回  3,479人  

特別公演1回  84人  

有料公演  ７回 1,378人  ６回  1,253人  ６回  1,285人  

ワークショップ  ① ケチャで遊ぼう  55人  

②口笛コンサート  383人  

①手作り楽器ライブ＆ステージ

クリエイター  80人  

②ボイスパーカッション  

105人  

①手作り楽器ライブ＆ステージ

クリエイター  58人  

②言葉と音楽朗読コンサート  

190人（朗読体験 12人）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市民文化創造館（きらら） 
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平成12年度からスタートした「21世紀のデジタルプロジェクト」は、20世紀中に撮

影された市内に残る古い映像や写真を、歴史や文化を次世代に伝える貴重な資料と位置

づけ、次世代に引き継ぐためのアーカイブ事業です。 

 市内に現存している、明治以降の貴重な写真などを市民から市に提供していただき、

市や学校の所有する写真・映像と合わせ、劣化や消失から守るためデジタル化を行って

います。（平成23年度現在 写真・映像の保存点数：映像テープを含め約10,000点） 

 保存した資料は、学校教育・社会教育での教材制作や市の行事等に活用するとともに、

市内公共施設等で展示公開を行っています。 

 船橋市の歩みを映像によってふりかえるとともに、市民生活に必要な「心の豊かさ」

を見いだす事業となっています。 

 
＜公開事業の状況＞ 

平成12年度から平成23年度までの公開展示事業数  38事業 

                  総鑑賞者数  241,520人  

○主な公開事業 

平成12年度 「磯崎孝雄 昭和初期ふなばしのスケッチ展」 

平成15年度 「ふなばし郷土史探訪展」 

平成17年度 「思い出回顧 船橋ヘルスセンター展」 

平成19年度 船橋市制７０周年記念「ふなばし写真伝承展」 

平成21年度 「ふなばし鉄道ヒストリー」 

 

○協力・資料提供事業 

平成22年度 11事業     平成23年度 10事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      海老川河口             本町通り 

（昭和初期 撮影：磯崎孝雄氏）  （昭和 33 年 撮影：手塚博禮氏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 世紀のデジタル 

プロジェクト 
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施策４－１．  地域の生涯学習の推進  

市民の地域での学習活動を活発にするためには、町会・自治会等が行う地域での学習

活動を支援し、促進することが必要です。 

また、地域における各団体やボランティアの連携など、地域全体の生涯学習の推進に

取り組みやすい方策を進めます。 

 

 

 

施策４－２．  ふるさと船橋について学ぶ機会の充実  

地域社会に暮らす住民が、自らの地域に関心を持ち、学習等を通して郷土を理解し、

船橋に愛着を持つことは、まちづくりの参加意識につながります。  

そこで、地域における自然体験や郷土の歴史学習など様々な角度から、「ふるさと船

橋」について学ぶ機会をより充実するよう努めます。 

 

 

 

施策４－３．  まちづくりに向けた学習機会の充実  

すでに多くの市民が公益的な市民活動を通して、まちづくりに参画しています。市で

は、市民活動に関する情報の提供や市民活動に参加する機会づくりを行ってきました。  

ここで得た成果に加えて、公民館など生涯学習で学んだ知識・技術をもとに、自らま

ちづくりに参画できるよう、さらなる学習機会の充実と活動の場の提供に努めます。  

 

 

 

施策４－４．  人材の養成・活用とネットワーク化  

生涯学習を推進していくには、地域での学習活動のつなぎ役・相談役となって活躍す

るボランティア等の役割が重要となってきます。 

各種事業等を通して、ボランティアとして活動する人材を養成し、その活用を図って

いきます。 

方策４  地域の教育力の向上を目指します  

 

平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災を通して、船橋市に住む私

たちもあらためて自然の力の大きさや、家族・地域の絆の大切さを再

認識することとなりました。 

生涯を通して学ぶことは、自らの生きがいを見つけるだけではなく、

このような自然災害に対応し、現代社会ならではの多様化した課題に

向き合う姿勢にもつながるものです。 

このような時代に、学校・家庭・地域、そして行政が一体となって

つながり、連携することが求められています。 

生涯学習を通して、人々のつながりを大切にした、地域の教育力の

向上を目指します。 
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施策４－５．  生涯学習人材バンクの充実  

市民が生涯学習に取り組み、その成果をまちづくりに参加・参画して生かすためには、

一人ひとりが持っている能力を活用できる体制の構築が求められます。  

そのため、個人で学習した成果や職業人として培ってきた知識・技術を地域社会に還

元しようとする人材を登録し、学びを支える体制の充実を図ります。  

 

 

 

施策４－６．  生涯学習を支援するための市職員派遣制度の充実  

市の取り組みや働きに関する入門的な学習について、市職員を講師として派遣する「ま

ちづくり出前講座」を平成 12 年 9 月から実施することで、市民の生涯学習の活動を支

援しています。 

すでに 10 年を経て定着している本制度について、学習メニューの拡充や周知に努め、

有効に活用されるよう制度の充実を図ります。 

 

 

 

施策４－７．  地域における防災学習の充実  

 東日本大震災の教訓からは、自らの身を自ら守ることの重要性をあらためて学ぶこと

ができました。 

 そこで、関係各機関の協力のもと、学校・家庭・地域の連携により、地域における防

災学習の充実を積極的に図ります。 
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市民の皆さんの学習活動に役立てていただくため、市民が主催する学習会や集会

に市の職員が講師として出向き、市の事業や施策などについてお話をする事業とし

て、まちづくり出前講座があります。 

平成 12 年度からスタートしたこの事業では、平成 24 年度現在、84 講座のメ

ニューを用意し、その内容も、まちづくり・福祉・健康・公衆衛生・環境・くらし・

産業・教育・文化・スポーツ・税金・年金・防災など多岐にわたっています。また、

毎年度メニューの改定を行っており、市民の皆さんのニーズにあった学習機会の提

供に努めています。 

 

出前講座人気ランキング  

 

平成 12 年度 平成 23 年度 

１．介護保険制度のあらまし １．「防災計画」のあらまし 

２．高齢者福祉のあらまし ２．消費者講座Ⅰ～悪質商法編～ 

３．みんなで考えよう「ごみ減らし」 ３．わかりやすい介護保険の使い方 

４．消費者講座Ⅰ～悪質商法編～ ４．地域包括支援センターについて 

５．児童本の読み聞かせの仕方と実演 ５．災害時の公衆衛生 

 

 

 

 

平成１２年度

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

66

104

124

86

107

120

153

148

161

199

182

189

3027

4619

6003

4880

6596

5932

6312

6825

8232

8975

7833

8949

まちづくり出前講座

延べ利用人数（人） 実施件数（件）

まちづくり出前講座 
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平成 10 年からスタートした総合型地域スポーツクラブは、地域の小・中学校の

校庭や体育館などの体育施設や公民館などを拠点に、バスケットボールや剣道から

ダーツやグラウンドゴルフなどの軽スポーツまで、多様な内容で活動しています。 

 対象は、子どもから、大人、高齢者まで、特に入会条件の設定はなく、自らの手

による自主的な運営がなされています。また、指導者は地域の住民、学生、教員な

ど、総合型地域スポーツクラブを地域で支える取り組みにより、平成 24 年現在に

は 5 つのクラブが市内で活動しています。 

 

設 立  団  体  

平成 10 年  4 月  大穴スポーツクラブ  

平成 16 年  4 月  塚田 JSC 

平成 18 年  6 月  八木が谷スポーツクラブ  

平成 23 年１１月  ならだいスポーツクラブあまなつ  

平成 24 年  3 月  薬円台みんなのクラブ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総合型地域スポーツクラブ 

「薬円台みんなのクラブ」による「リハ・

フィット」。道具を使わず関節痛などの予

防体操を行います。  

「ならだいスポーツクラブあまなつ」に

よる「スポーツ雪合戦」。  
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資 料 編  
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１ 第一次計画に係る施策の進捗状況及び評価  

 

 本章は、第一次計画（平成１２年度）策定後の施策の進捗状況及び評価について記載

したものです。 

 

 

施策１－１．  健康を保持するための学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-１ 健康を保持するための学習機会の提供） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評  価  

１  ふなばし健康まつ

り  

（健康政策課）  

 

 

・市の健康増進計画である「ふなばし健やかプラン

21」では、健康づくりを個人の問題としてとらえる

のではなく、地域における支えあいや、助け合って取

り組む環境作りが大切であるとの趣旨から構築され

ている。  

このプランの趣旨に賛同した市民等が実行委員会

を組織し、毎年、「ふなばし健康まつり」を開催して

いる。  

まつりでは、健康づくりのきっかけを提供すること

を目的として趣向をこらした様々なコーナーが催さ

れている。  

平成 17 年度から開催。  

 

・健康まつりは、平成 17 年の

プラン策定時から、毎年、開

催されており、来場者と企

画・運営側の双方が楽しみな

がら健康づくりの大切さを体

験している。  

２  ふなばし健やかプ

ラン講演会  

（健康政策課）  

・「ふなばし健やかプラン２１」推進の一環として、

食・禁煙など、健康づくりに関する講演会を市民が主

体となる市民運動推進会と市が開催している。  

平成 17 年度から開催。  

 

・講演会は毎年テーマ、形態

を変え、庁内各課や団体との

連携を図りながら開催してい

る。  

３  食育イベント  

（健康政策課）  

 

・「ふなばし健やかプラン２１」推進の一環として、

来庁された市民や職員に対して、市の食に対する取り

組みを紹介するとともに、日頃の健康づくりの重要性

を訴えるため、行っている。  

平成 22 年度から開催。  

 

・食育に関する認識が高まっ

ていることがアンケートから

もわかる。「健康は食から」

の大切さに理解が広まった。  
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４  ふなばし健康ダイ

ヤル２４  

（健康政策課）  

 

・市民の生命を守るとともに、健康保持・増進のため、

各種電話相談に対して、医師・保健師・看護師・心理

カウンセラーなどの専門家が 24 時間年中無休体制

で対応する。  

①健康相談･･･日常生活で感じる「身体の不調」や、

「健康の保持・増進」に関すること。  

②医療相談･･･病気に関する説明や、治療・検査など

に関すること。  

③介護相談･･･介護者や被介護者が抱く不安等に関す

ること。  

④育児相談･･･乳幼児を育児中の両親や、これから母

親になる女性からの子育てに関すること。  

⑤メンタルヘルス相談･･･市民が抱えるストレスや心

の悩みなどの対処法等に関すること。  

⑥医療機関案内（夜間休日急病診療所や休日当番医の

案内を含む）･･･最寄りの医療機関や夜間・休日に受

診可能な医療機関の案内に関すること。  

平成 23 年度から開始。  

 

・各種相談に 24 時間年中無休

で専門家が電話により対応す

ることで、市民の健康医療に

関する不安の解消を図ってい

る。  

5 

 

健康教育事業  

（成人）  

（健康増進課）  

・健康の保持増進や、生活習慣病予防・改善を図るた

め、国の方針をもとに、地域住民と協働するなどして

実施している。  

昭和 54 年から開始。  

 

・地域住民が積極的に健康づ

くりに取り組めるよう、広く

周知するほか、地域住民と協

働して取り組んだ。  

６  

 

公開講座  

（保健所総務課）  

・健康づくりに関するテーマで講演会を実施  

・対象：船橋市在住、在勤の方  

平成 18 年度より年１回開催。  

テーマ：  

平成 18 年  「全国的アレルギー調査の結果と対応状  

況について」  

平成 19 年  「健康食品とのつきあい方」  

平成 20 年  「生活習慣を見直し健康アップ！」  

平成 21 年  「ガッテン流！体の改造計画」  

平成 22 年  「ゴールドを目指せ～強い選手を作る   

「食」のすべて～」  

平成 23 年  「テレビの健康情報のウソホント」  

 

・参加者に多少の増減はある

ものの平成 19 年度からは毎

年 100 人を超える参加者を得

ている。市民が健康に関心を

持ち、主体的に健康づくりに

取り組むという意識が高まっ

ていると考える。  
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７  

 

食の安全の確保  

（保健体育課）  

・船橋市学校給食衛生管理及び作業基準により、衛生

管理の充実及び食中毒の発生防止の徹底を図る。  

・平成 17 年の食育基本法施行により、学校での推進

が位置付けられた。  

 

・各種研修会を通して、教職

員の資質向上と学校給食の意

義や役割について、市民や保

護者の皆さんに理解を得る機

会となった。  

・研修の場を計画的、継続的、

組織的に実施することで学校

給食衛生管理及び作業基準の

充実、食中毒の発生防止の徹

底を図ることができた。  

・学校給食に関する栄養教

諭・栄養職員が授業にＴＴで

参画し、専門性を活かした児

童生徒の食の安全について関

心が高まった。  

 

８  

 

 

学校保健教育の推

進  

（保健体育課）  

・児童生徒が健康に関心を持ち、自らの健康を管理し、

改善することができるように支援する。全校におい

て、教育活動全体を通して健康教育を推進し、性に関

する指導、喫煙防止教育、エイズに関する指導、薬物

乱用防止教育、心肺蘇生法実習など、保健教育の実践

している。  

 

・保健、体育、給食、安全等

を含めた総合的な健康教育の

実践を進めると共に、喫煙防

止や薬物乱用防止など、現代

的な課題についても効果的な

授業展開の実践を重ねること

ができた。また、ヘルスプロ

モーションの考え方に基づい

た健康教育の推進にも取り組

むことができた。  

 

9 

 

 

 

 

 

総合型地域スポー

ツクラブ  

（生涯スポーツ

課）  

 

平成 10 年  4 月  大穴スポーツクラブを設立。  

平成 16 年  4 月  塚田 JSC を設立。  

平成 18 年  6 月  八木が谷スポーツクラブを設立。 

平成 23 年 11 月  ならだいスポーツクラブあまな       

         つを設立。  

平成 24 年  3 月  薬円台みんなのクラブを設立。  

 

・各スポーツクラブは地域の

ニーズに合った特色ある活動

を行っている。  

・平成 23 年度新しく 2 クラ

ブが増え 5 クラブが活動して

いる。  
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施策１－２．  自然との共生感を育むための学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-2 自然との共生を育むための学習機会の提供） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  ふなばし環境フェ

ア  

（環境保全課）  

・市民、事業者及び行政それぞれが、環境意識を高め、

健全で恵み豊かな環境の実現を目指して、パネル展

示、こどもイベント広場、地球温暖化防止ブースなど

を出展する。今後は、生物多様性もテーマに加え、自

然とのつながりについて理解を深める。  

 

平成 12 年度  

参加団体 42 団体  来場者数  約 3,000 人  

平成 23 年度   

参加団体 44 団体  来場者数  約 3,500 人  

 

・船橋市環境基本条例に規定

された環境週間に基づく事業

として、平成 10 年度から開催

し、平成 23 年度で 14 回を迎

えた。  

・平成 12 年度以降、参加団体、

来場者数ともに増減はあるも

のの、環境週間の趣旨である

「事業者及び市民の間に広く

環境の保全についての関心と

理解を深めるとともに、積極

的に環境の保全に関する活動

を行う意欲を高める。」こと

を目指す事業として、成果を

あげていると考える。  

 

２  三番瀬の生き物さ

がし  

（環境保全課）  

 

 

・貴重な干潟である三番瀬に住む生き物を探し、触れ

ることにより、干潟の自然浄化能力や生態系について

学び、身近な自然への関心を深める。  

・平成 19 年度から実施したが、荒天により中止とな

った。  

・平成 20 年度は、参加者数 36 人  

・平成 23 年度は東日本大震災の影響により中止とな

った。  

 

・参加者は、小学生とその保

護者を主に親子３代での参加

も見られ、当市にまだ干潟が

残っていること、また干潟に

生きる生き物の多いことに驚

き、遊びながら自然に触れ、

学べることに好評を得てい

る。  

 

３  夏休みセミのぬけ

がら調査  

（環境保全課）  

・夏の代表的な昆虫であるセミのぬけがらを調べるこ

とにより、身近な自然への関心を深める。  

夏休みの自由研究としても位置付けられ、セミのぬけ

がらを集め、その種類の調べ方を学び、ぬけがらの標

準標本を作るほか、公園や緑地の自然度を調べること

が可能である。  

・ぬけがらの調べ方について学ぶ入門コースと、実際

に調査を行う実践コースがある。  

 

平成 16 年度から実施  参加者 50 人  

平成 23 年度      参加者 88 人  

 

・参加者は、小学生とその保

護者が主であり、夏休みの自

由研究を親子で完成させると

ころに好評を得ている。（入

門コース）  

・同時に、セミのぬけがらを、

自然度を調べる一つの指標と

して、県立行田公園の西側を

平成 16 年度から調査し、現

在、８年間のデータを蓄積中

である。（実践コース）  
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４  ふなばし三番瀬ク

リーンアップ  

（環境保全課）  

・三番瀬についての関心と理解を深め、環境保全に向

けた取り組みとして、浜辺の清掃（ふなばし三番瀬海

浜公園）を行う。  

・清掃作業後、三番瀬見学会などの各種イベントを開

催し、楽しみながら三番瀬についての関心と理解を深

める。  

 

平成 13 年度から実施  

参加団体数  28 団体及び船橋市  

来場者数  約 1000 人  

平成 22 年度  

参加団体数  46 団体及び船橋市  

来場者数  約 1100 人  

平成 23 年度は東日本大震災の影響により中止  

 

・平成 13 年度より実施し、毎

回ほぼ 1000 名を超える参加

協力を得る事由としては、三

番瀬の保全に関心のある団

体、及び企業等の協力による

ものと考える。  

・また、清掃日前の天候によ

り、浜辺に打ち上げられるゴ

ミの量に変動はあるが、回収

するゴミの量については、

年々減少傾向にあり、より美

しい三番瀬の保全という意識

が浸透してきたと考える。  

 

５  こどもエコクラブ  

（環境保全課 : 

財団法人日本環境

協会事業）  

・子どもの環境保全活動や環境学習を支援することに

より、子どもが人と環境の関わりについて幅広い理解

を深める。  

・自然を大切に思う心や環境問題解決に自ら考え行動

する力を育成し、地域の環境保全活動の環を広げるこ

とを目的とする事業として、推進、支援する。  

 

平成 17 年度から支援  登録団体  2 団体  

平成 23 年度      登録団体  7 団体  

 

・これからの社会を担う子ど

もに、自然や環境をめぐる意

識を高めることができてい

る。  

６  

 

 

 

森林ボランティア

等による里山の樹

林保全活動の促進  

（農水産課）  

 

・森林の保護、整備等適切な森林保護活動を行ってい

る森林ボランティアに対し、整備に必要な機材等の支

援を行い自然環境の維持保全を図る。  

 

・環境に対する意識が高まる

中、森林保護の大切さが理解

され、広まっている。  

 

施策１－３．  国際人を養成するための学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-3 国際人を養成するための学習機会の提供）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  国際理解セミナー  

（国際交流室）  

・市民レベルでの国際交流の推進と国際感覚豊かな人

材の育成を図るため、市国際交流協会が国際理解講座

を開催する。  

 

平成 12 年度  約 100 人  

平成 23 年度  約 250 人  

 

・国際関係分野から様々な方

を講師に迎え、市民の国際感

覚涵養に寄与している。  
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２  外国人ボランティ

ア講師派遣事業  

（国際交流室）  

・国際交流協会に登録している外国人を公民館や市内

小中高等学校等へ講師として派遣する。  

 

平成 23 年度  3 件  

派遣ボランティア数  6 人  

 

・市内在住の外国人が公民館

等で自国の文化を教えること

により、市民にとっては異文

化理解を深めるとともに、改

めて自国の文化、生活習慣等

を知る契機とすることができ

る。  

 

3 帰国・外国人受入  

促進事業  

（指導課）  

・受入体制の整備及び外国人児童生徒の就学相談及び

日本語指導。  

 日本語指導については、日本語指導員（指導課非常

勤職員）及び日本語指導協力員（国際交流ボランティ

ア）を小・中・高等学校に派遣し、日本語指導・適応

指導を実施。  

 

・対象児童生徒数（平成 23 年 9 月 1 日現在）  

小学校  29 校（６３名）  

中学校  2０校（６４名）  

高校生   １校（  ５名）  

 

・市内小・中学校における、

日本語指導（生活適応・学習

適応）に概ね対応し支援して

いる。  

 

施策１－４．  情報活用能力を高めるための学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-4 情報化社会への対応力を高めるための学習機会の提供）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  パソコン講習会  

（視聴覚センタ

ー）  

・平成 14 年度から実施。ワープロソフトや電子メー

ルについて学習機会を提供してきた。応募者多数のた

め、平成１７年度からは年間の開催回数をそれまでの

3 回から 4 回に増やし、開催している。  

平成 23 年度修了者数  83 名  

 

・参加者から、「基礎から学

べる」といった好評を得てい

る。今後は、より市民のニー

ズを把握することで講習内容

を検討していきたい。  

２  初心者向けパソコ

ン講習  

（社会教育課）  

・平成 13 年度より、初心者を対象としたパソコン講

習を行い、基本操作や文字入力、インターネットや電

子メールの使い方について学ぶ機会を提供してきた。 

平成 18 年度までは公民館を会場としていたが、平成

19 年度以降は民間事業者に委託し、年間で 30 コー

スを開催している。  

平成 23 年度の参加者数  386 人  

 

・毎回定員を上回る申し込み

状況である。「パソコンに触

ったことがない」「これから

購入を考えている」といった

参加者を対象に好評を得てい

る。  
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３  家庭教育セミナー  

（社会教育課・  

公民館）  

 

・家庭教育セミナーは全公民館で実施している。ＰＴ

Ａ等を主体として、幼児から中学生までの子を持つ保

護者を対象に、家庭教育に関すること、親子のふれあ

い・世代間交流に関すること、地域での子どもの生活

体験・活動体験学習に関することを学んだ。  

 

平成 12 年   

開設団体数  30 団体  

実施回数   11２回  

参加延人数  7,971 人  

平成 23 年   

開設団体数  32 団体  

実施回数   105 回  

参加延人数  3,909 人  

 

・「家庭教育セミナー」は年々

学校での開設希望が減少して

おり、公民館での開設が多い。

家庭教育への関心が薄れてい

る傾向もあり、家庭教育の重

要性を、学校も含めて捉えな

おしていく必要がある。  

 

 

施策１－５．  家庭の教育機能を高めるための学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-5 家庭の教育力を高めるための学習機会の提供）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  健康教育事業  

（母子）  

（健康増進課）  

・乳幼児の健康や保護者の育児不安を解決するととも

に、正しい知識の普及を図るため、各保健センターや

地区で健康講座を開催している。  

昭和 56 年度から開始  

 

・変化が激しい現代社会にお

いて、健康や子育てにかかわ

る情報を提供できている。  

２  ブックスタート事

業  

（健康増進課・  

図書館）  

・親子が絵本を通して、触れ合い、語り合い、親子の

絆を深めるため、4 か月児健康相談時に大型絵本で読

み聞かせを行い、絵本を配布している。  

・絵本の配布に併せて図書館の案内地図等を配布して

いる。  

平成 15 年度より開始  

 

・絵本を通じた子育ての重要

性をあらためて認識できる事

業となっている。  

３  母性教室  

（健康増進課）   

・各保健センターで、教室を実施。  

妊娠・出産・育児についての正しい知識の普及。  

昭和 50 年より開始  

 

・変化が激しい現代社会にお

いて、正しい育児に関わる情

報を提供できている。  
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４  家庭教育セミナー  

（社会教育課・  

公民館）  

（再掲）  

 

・家庭教育セミナーは全公民館で実施している。ＰＴ

Ａ等を主体として、幼児から中学生までの子を持つ保

護者を対象に、家庭教育に関すること、親子のふれあ

い・世代間交流に関すること、地域での子どもの生活

体験・活動体験学習に関することを学んだ。  

 

平成 12 年   

開設団体数  30 団体  

実施回数   11２回  

参加延人数  7,971 人  

平成 23 年   

開設団体数  32 団体  

実施回数   105 回  

参加延人数  3,909 人  

 

・「家庭教育セミナー」は年々

学校での開設希望が減少して

おり、公民館での開設が多い。

家庭教育への関心が薄れてい

る傾向もあり、家庭教育の重

要性を、学校も含めて捉えな

おしていく必要がある。  

 

5 就学時健診等にお

ける子育て学習  

（社会教育課・  

公民館）  

 

 

就学時健診等における子育て学習会は、小学校入学時

前の保護者を対象に、子育ての基本について学習する

場として実施している、  

 

平成 16 年度開始  

平成 23 年度  

実施小学校  54 校  

参加者数   5,257 人  

 

・就学時健診における子育て

学習は、子育て経験者の講演

などにより行われている。ア

ンケート結果からは、家庭教

育を見つめ直すきっかけとし

て効果があるものと考えてい

る。  

 

施策１－６．  賢い消費者としての資質を身につけるための学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-6 現代的課題に対応した消費者の学習機会の提供）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  船橋市生き活き展  

（消費生活課）  

 

・消費者に商品知識や生活の知恵を情報として提供す

ることにより、  消費者問題を理解し、自ら考え、自

主的に行動していく契機を与える場を設定し、主体性

を持った消費者の確立を目的に開催している。  

 

平成 12 年度  

21 団体  来場者数 11,601 人  

平成 23 年度  

16 団体  来場者数   4,900 人  

 

・変化が著しい消費生活をめ

ぐり、市民に課題を理解され

ている。  

・多くの参加団体を得て、発

表者と参加者相互の理解を深

めることができている。  
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２  消費者講座  

（消費生活課）  

 

・賢い消費者の育成を目指し、消費生活に関するいろ

いろな問題を取り上げ、  専門講師による各種の講座

を開催している。  

 

平成 12 年度 6 回  受講者数 173 人  

平成 23 年度 8 回   受講者数 526 人  

 

・より専門性の高い内容で市

民のニーズをとらえた講座を

開催できている。  

３  消費者月間記念事

業  

（消費生活課）  

・消費者啓発の推進を図るため、記念講演及びパネル

展等を開催している。  

 

平成 12 年度  受講者数 312 人  

平成 23 年度  受講者数 135 人  

 

・各年度のテーマ、会場ごと

により多彩な内容を展示する

ことができている。  

４  消費者団体育成事

業  

（消費生活課）  

・消費者団体のより一層の育成を図るため、団体の実

施する各種講座に研究者・専門家及び消費生活相談員

を派遣している。  

 

平成 12 年度  

派遣回数 11 回  受講者数 605 人   

平成 23 年度  

派遣回数 11 回  受講者数 555 人  

 

・その時々のニーズにあわせ

た講座を開催することで、生

活に役立つ知識を習得するこ

とができている。  
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施策１－７．  船橋市民総合大学の構想の推進  

（→ 第二次計画：施策１-7 人材育成と仲間づくりを目指す総合的な学習機会の充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  ふなばし市民大学

校運営  

（社会教育課）  

・新しい教養を身につけ、広く仲間づくりを図り社会

参加活動を進める。  

・老人大学では、一般教養学科、健康スポーツ学科、

園芸学科、陶芸学科、介護学科を設置していた。  

・各担当課が個別に運営していたスポーツ健康大学、

老人大学、ボランティア大学、生涯学習コーディネー

ター養成講座を統合して、市民大学校は平成 16 年度

にスタートした。  

・いきいき学部修了生からなる「船橋市いきいき同窓

会」は 2,300 人を超え、各種年間行事を開催してい

る。  

・まちづくり学部修了生からなる「生涯学習コーディ

ネーター連絡協議会」は、公民館事業等の企画運営に

参加している。  

 

平成 16 年度    

まちづくり学部  定員  180 人  修了者  150 人  

いきいき学部   定員  335 人  修了者  324 人  

平成 23 年度  

まちづくり学部  定員  120 人  修了者  80 人  

いきいき学部   定員  375 人  修了者  331 人  

 

・市の生涯学習にかかわる各

種講座のワンストップ的な組

織として、定着している。  

・応募者数の減少経過があり、

その原因には分析が迫られて

いる。  

・学部・学科で、通年のカリ

キュラムを通じて学ぶことが

できている。  

 

施策２－１．  乳幼児期の学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-８ ライフステージに応じた学習機会の提供）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  子育て情報誌発行  

（児童家庭課）  

・子育てに関する市の各種サービスや相談窓口、幼稚

園・保育園情報、医療機関情報等をまとめた情報誌「子

育てナビゲーション」を発行し、母子手帳交付時に配

布するほか、希望する市民に配布し、子育てに関する

幅広い情報提供を行う事業。  

 

平成 15 年度より作成開始。16 年度以降配布。  

平成 2３年度  24,000 部発行  

 

・毎年実施している市民アン

ケートでは、役立った・活用

したという意見が多く、好評

を得ている。  
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２  保育園での地域交

流事業  

（保育課）  

・保育園では地域の子育て支援として、育児相談、育

児講座、園庭開放、子育て情報誌｢すくすくだより｣

の発行を実施している。また、保育園職員が近隣の公

園等で出前保育を行うほか、小、中、高生のボランテ

ィア、体験学習を受け入れている。さらに、２３年度

より児童ホーム、子育て支援センター等と連携し事業

の充実を図っている。  

・世代間交流としては、地域の高齢者との交流を図っ

ている。また、平成 23 年度より「ふなっこメール」

で地域交流の日程を配信している。  

 

平成 22 年度  5,479 人（ 3,717 世帯）  

平成 23 年度  8,821 人（ 4,262 世帯）  

 

・他の事業回数は変わらない

が、園庭開放の見直しにより

実施回数が平成 22 年度 615

回から平成 23 年度は 796 回

に増えた。また、児童ホーム、

子育て支援センター等との連

携により事業全体の参加者数

の増加につながった。  

３  保育園での食生活

改善・食育の推進  

（保育課）  

・保育園児や保護者、地域の子育て家庭に対し「食を

楽しむ」ための環境づくりや食体験の場を提供。個々

の発達に応じた食形態での食事の提供や介助から、食

べる意欲につなげる。  

・食の自立に伴い栽培や調理体験から食への興味を広

げ、個別に食に関する相談に応じる。  

 

・個々の興味・関心を考慮し

た支援を進めている。又、食

事相談では保育園で実践を交

えながら支援するようになっ

てきている。  

４  子育て支援センタ

ーの運営  

（児童家庭課）  

・子育て支援センターでは、子育て談話室、離乳食講

座、子育て健康相談などの各種講座、及び講演会、ま

た、年齢別、テーマ別の集いなどの継続的な取り組み

を実施している。  

 

・子育て支援センター設置数  

平成 12 年度  1 か所  

平成 14 年度  2 か所  

 

・専門職を多く配置する特性

を生かし、多様な事業を展開

している。  

５  乳幼児対象の児童

ホーム事業  

（児童育成課）  

・児童ホームでは、地域の根ざした子育て支援をおこ

なっているほか、親子が気軽に集える場所を提供して

いる。  

 

平成 23 年度  

利用者  765,481 人  

事業数   6,313 事業  

 

・年々、乳幼児対象の親子事

業を行い来館者が増加してい

る。  
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６  乳幼児対象の図書

館事業  

（図書館）  

・乳幼児向け絵本の積極的な収集、及び専用書架の設

置と拡充、乳幼児と保護者対象の絵本の読み聞かせ会

（えほんの会）の開催。  

・北図書館のみで開催していたえほんの会を全館で実

施するとともに対象年齢を拡大。  

・えほんの会  

平成 12 年度  

開催回数  10 回  参加者数  408 人  

平成 23 年度  

開催回数  60 回  参加者数 1,511 人  

 

・平成 12 年から北図書館で開

催されていたえほんの会を全

館で実施、対象年齢を拡大す

るなどサービスの拡充に努め

た。参加者数は当初に比べ３ .

７倍に増えている。  

 

７  プラネタリウムの

投映  

（総合教育センタ

ー）  

①学習投映：平日、保育園・幼稚園の団体を対象に実

施  

②一般投映：土・日曜日、市民を対象に実施。午前は

幼児向け投映、午後は一般向け投映  

 

平成 23 年度  

幼稚園学習投映  参加者数 3,733 人  

保育園学習投映  参加者数  866 人  

 

・保育園・幼稚園・児童・生

徒・市民など年間約２万３千

人（最近３年間の平均）が入

館しており、天文等の関心を

高めるために大きく寄与して

いる。  

８  乳幼児対象の公民

館事業  

（公民館）  

・乳幼児とその保護者を対象に「子育て支援事業」を

実施している。  

・平成 15 年の次世代育成支援対策推進法の制定によ

り、平成 17 年に行動計画「ふなばし・あいプラン」

が策定され、公民館では従来行っていた乳幼児を対象

とした各事業を「子育て支援事業」と位置づけて実施

し、拡充してきた。  

 

平成 12 年度  

学級講座  11 事業  集会活動  3 事業  

平成 23 年度  

学級講座  19 事業  集会活動 66 事業  

 

・平成 15 年に次世代育成支援

対策推進法の制定により船橋

市でも平成 17 年に行動計画

「ふなばし・あいプラン」を

策定した。公民館では従来よ

り行っていた乳幼児を対象と

した各種事業も、「子育て支

援事業」として事業を拡充し

た。  
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９  

 

家庭教育セミナー  

（社会教育課・  

公民館）  

（再掲）  

・家庭教育セミナーは全公民館で実施している。ＰＴ

Ａ等を主体として、幼児から中学生までの子を持つ保

護者を対象に、家庭教育に関すること、親子のふれあ

い・世代間交流に関すること、地域での子どもの生活

体験・活動体験学習に関することを学んだ。  

 

平成 12 年   

開設団体数  30 団体  

実施回数   11２回  

参加延人数  7,971 人  

平成 23 年   

開設団体数  32 団体  

実施回数   105 回  

参加延人数  3,909 人  

 

・「家庭教育セミナー」は年々

学校での開設希望が減少して

おり、公民館での開設が多い。

家庭教育への関心が薄れてい

る傾向もあり、家庭教育の重

要性を、学校も含めて捉えな

おしていく必要がある。  

 

 子育てサロン  

（公民館）  

 

・市の保健師・保育士を招いて、地域での子育て情報

の提供の場、ひいては、子育て世代同士の情報交換の

場として開催している。  

平成 23 年度  13 館で開催  

 

・講座や健康診断、親子体操

など、地区ごとに年々多彩な

広がりを見せている。  

 

施策２－２．  児童・生徒期の学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-８ ライフステージに応じた学習機会の提供）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  ふなばしハッピー

サタデー事業  

（青少年課・  

公民館）  

 

・毎月第３土曜日を「ふなばしハッピーサタデー」と

し、公民館が主体となり、町会・自治会や学校及び地

域の青少年団体、児童ホーム等と連携を図りながら、

各公民館において、スポーツ活動、文化活動、自然体

験、子どもまつり等子どもが楽しく参加できる事業を

行う。  

 

平成 17 年度から実施  

平成 23 年度  

参加延人数  52,200 人  

スタッフ   4,282 人  

 

・地域の実情や各公民館の実

情に合わせて、実施日や実施

回数を調整している。各公民

館とも子どもたちが楽しく参

加できる事業を実施している

ことから、参加者については

増加傾向である。  

 

 

 

 

 

 

 

10 
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２  児童・生徒を対象

とした図書館事業  

（図書館）  

・資料の積極的な収集とレファレンスサービスの充

実、物流システムによる学校への資料の貸出、施設見

学や職場体験学習の積極的な受け入れ、各種おはなし

会の開催している。  

 

平成 12 年度  

おはなし会      35 回    880 人  

臨時おはなし会    15 回    308 人  

平成 2３年度  

本とおはなしの会  180 回  3,503 人  

臨時おはなし会    71 回  2,084 人  

 

・平成 13 年度に中学校職場体

験受け入れている。  

・平成 18 年度学校図書館活用

推進事業におけるインターネ

ット予約が開始され、学校へ

の団体貸出サービスが拡充し

た。おはなし会実施は 12 年度

と比較して 5.１倍、参加者数

は３ .９倍に増加している。  

３  青少年を対象とし

た公民館事業  

（公民館）  

 

・小学生・中学生を対象に各種事業を開催し、学校教

育では成し得ない生活体験や自然体験を通して青少

年の健全育成を図っている。事業例として、「工作教

室」「料理教室」「野外キャンプ」「ボランティア講

座」「子どもまつり」等を行った。  

 

・学校教育では取り上げない、

また、社会教育の特色を生か

した事業として、体験活動、

奉仕活動、仲間づくりなどを

様々な事業で実施した。「子

どもまつり」は、ほぼ全館で

実施しており、子どもの楽し

みとなっている。  

 

４  ふなばし生涯学習

フェア  

（社会教育課）  

・平成 23 年度は、第 26 回生涯学習フェアとして「愛

ときずなのまち・ふなばし」をテーマに、ふなばし市

民大学校学びのコーディネーター学科の学生とその

修了者で構成する「船橋市生涯学習コーディネーター

連絡協議会」が企画・運営を行った。  

・公民館等を会場に、講演会や見学会、人形劇、ワー

クショップ等全 6 事業開催した。  

 

・回数を重ねるごとに、より

市民が主体となった企画を行

えるようになってきている。  

 

施策２－３． 青年期の学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-８ ライフステージに応じた学習機会の提供）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

1 津別町青少年交流

事業  

（青少年課）  

・北海道津別町の青少年との交流を通じ、お互いの友

情と相互理解を深めるなど、次代を担う青少年の健全

育成を図っている。  

 

・参加者数  

平成 12 年度  76 人（受入年度）  

平成 23 年度  40 人（派遣年度）  

 

・都市間交流、大自然での生

活体験、生活環境の異なる地

域の子どもたちとの交流を通

して、子どもたちの成長に多

くの成果が期待できる。一方、

参加人数が限定されるなどの

課題等があるため、今後より

効果的な方法を検討する。  
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2 青年を対象とした

図書館事業  

（図書館）  

・資料の積極的な収集とレファレンスサービスの充実

を図っている。  

・平成 18 年度に中央図書館にてヤングアダルトコー

ナーを設置し、読書相談に司書が応じている。  

・ヤングアダルトコーナーの新刊リストの作成をして

いる。  

 

・平成 18 年度に中央図書館に

ヤングアダルトコーナーを設

置し、青少年を対象としたサ

ービスが拡充している。  

3 青年を対象とした

公民館事業  

（公民館）  

・平成 14 年度から平成 17 年度まで、高校生以上の

青年を対象とした事業として中央公民館では「ひっぷ

ほっぷダンス講座」「ストリートダンス講座」を実施

した。また、知的障害者を対象に自立と社会参加を目

的とする、青年教室「若草の会」を実施した。  

・ひっぷほっぷダンス  延べ参加者数  

平成 14 年度  104 人  

平成 17 年度   86 人  

・若草の会  延べ参加者数  

平成 12 年度  896 人  

平成 23 年度  649 人  

 

・高校生以上の青年を対象と

した事業はほとんどなく、単

発講座のみである。  

・「若草の会」は、唯一の知

的障害者対象事業で、目的が

十分に達成されている。  

 

施策２－４． 成人期の学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-８ ライフステージに応じた学習機会の提供）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  日本語教室  

（国際交流室）  

 

・日本人と外国人が共生できる地域社会の形成を図る

ために、外国人住民の地域参加に役立つ日本語の習得

支援を目的に市内７か所の会場で開催している。  

 

平成 12 年度   117 人  

平成 23 年度   107 人  

 

・在住外国人が日本語の習得

を通じて、日本人と共生でき

る地域社会の形成に寄与して

いる。  
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２  成人を対象とした

公民館事業  

（公民館）  

・学級･講座、集会活動を実施した。学習内容として、

学級･講座では、趣味・教養、体育・レクリエーショ

ン、家庭生活、社会連帯、集会活動では、体育・レク

リエーション、演劇・芸能・音楽・演芸、展示や映画

会、文化祭等を行った。  

・生活課題や現代的課題を中心に取り上げ、課題解決

に向けるとともに、参加者同士の連帯意識を高めるま

でに至っている。  

・全館で実施している文化祭は、公民館利用団体の発

表の場として、地域と公民館をつなぐ事業となってい

る。  

 

平成 12 年度  

学級講座  177 事業  

延べ参加者数  27,152 人  

集会活動  50 事業  

平成 23 年度  

学級講座  165 事業   

延べ参加者数  23,284 人  

集会活動  149 事業  

 

・成人を対象とした事業で、

趣味・教養、体育・レクリエ

ーションなど、個人の学習要

求を満たすものから、家庭生

活、社会連帯など地域社会に

貢献する内容まで多彩な事業

を展開した  

・生活課題や現代的課題を中

心に取り上げ、課題解決に向

けるとともに、参加者同士の

連帯意識を高めるまでに至っ

ている。  

・全館で実施している「文化

祭」は公民館利用団体の発表

の場として地域と公民館をつ

なぐ事業となっている。  

３  成人を対象とした

図書館事業  

（図書館）  

・資料の積極的な収集、レファレンスサービスの充実、

資料展示コーナーの設置と拡充を図っている。また、

大人のためのおはなし会の開催をしている。  

・レファレンスサービスの充

実により、市民の読書を支援

するだけでなく、課題解決支

援につなげるなど、成人期の

学習が機会の充実を図ってい

る。  

 

 

施策２－５． 高齢期の学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-８ ライフステージに応じた学習機会の提供）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  いきいき同窓会交

流事業補助金  

（高齢者福祉課）  

・旧老人大学、ふなばし市民大学校いきいき学部の卒

業生が、いきいき同窓会としてふなばし市民大学校の

ルームアドバイザーや、相互の交流、親睦、研修、ボ

ランティア活動等、高齢者の生きがいのある生活の向

上や地域社会への寄与を目指した活動を行っており、

これらの活動が円滑に行えるよう、平成 16 年度より

運営費を補助している。  

 

平成 23 年度  

補助金  810,000 円  

会員数  2,303 人  

・自主的な高齢者の生きがい

のある生活の向上、地域社会

への寄与を目指し活動をして

いる。  
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２  高齢者学級  

（社会教育課・  

公民館）  

・高齢者の生きがいづくりや学習効果の活用という目

的で、全公民館を会場に通年での学習講座を実施して

いる。  

 

平成 12 年度  

実施公民館数  24 館  

延べ参加者数  18,290 人  

平成 23 年度  

実施公民館数  26 館  

延べ参加者数  20,470 人  

 

・実行委員会形式で、学習者

自らが学習内容を決定してい

く試みを実施している学級が

増えてきている。  

３  高齢者を対象とし

た公民館事業  

（公民館）  

・健康や体操を中心とした体育・レクリエーションの

講座、集会活動を行っている。高齢者の知識と技能を

生かして世代間交流事業なども行っている。  

 

平成 12 年度  

学習講座  30 事業  

延べ参加者数  18,064 人  

集会活動  11 事業  

平成 23 年度   

学習講座  19 事業  

延べ参加者数  10,182 人  

集会活動  35 事業  

 

・全人口に占める 65 歳以上の

高齢者の割合は、平成 12 年の

12.6％に対し、平成 23 年に

は 19.8％に達した。今後さら

に進展する高齢社会の中で高

齢者の学習需要は高まってい

く。  

・高齢者学級についても、幅

広い年代層に応じた学習プロ

グラムが求められる。また、

世代間交流を様々な事業の中

で取り入れていく必要があ

る。  

４  高齢者を対象とし

た図書館事業  

（図書館）  

・資料の積極的な収集とレファレンスサービスの充

実、大活字本コーナーの設置と拡充に努めている。  

・大活字本の蔵書数  

平成 12 年度  1,543 冊  

平成 23 年度  2,108 冊  

 

・大活字本の蔵書数が平成 12

年度と比較して 36%増加する

など、高齢者に対するサービ

スの拡充に努めた。  
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施策２－６． 世代間交流の推進  

（→ 第二次計画：施策１-９ 世代間交流の推進）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  音楽フェスティバ

ル・千人の音楽祭  

（文化課）  

・市内の小・中・高校と一般の音楽団体が船橋アリー

ナで一堂に会する「千人の音楽祭」をはじめ、公民館

等を中心に地域で音楽を楽しめる「地域ふれあいコン

サート」を開催することで、2 月を音楽月間として位

置付け、市内各地で音楽行事による世代間の交流を推

進している。  

 

平成 23 年度実績  

全 23 事業入場者数  10,595 人  

（うち、千人の音楽祭  4,841 人）  

・「千人の音楽祭」は、平成 24 年度の第 20 回を節

目に、新しい形での音楽祭の開催を検討し、その実現

を目指す。  

 

・小中学生・高校生から高齢

者まで、音楽を通して、さま

ざまな世代間の交流を図るこ

とができている。  

２  天文教室、星を見

る会、特別投映  

（総合教育センタ

ー）  

・初歩的な天文に関する講座や天体観測、天文教室（平

成 4 年から）や星を見る会（昭和 62 年から）、プ

ラネタリウム投映（平成 4 年から）、音楽やお話の

集い、特別投映などを行う。  

 

平成 23 年度  

天文教室  1 回  星を見る会  6 回  

特別投映  2 回  

 

・事前申し込みで受付を行っ

ているが、ほとんどの回が満

員の状況である。参加者の科

学的興味関心の高揚に大きく

寄与している。  

3 親子科学教室  

（総合教育センタ

ー）  

・身近な科学に関する楽しい実験や工作を行ってい

る。  

 

平成５年から実施  

平成 23 年度  実施回数  2 回  

 

・事前申し込みで受付を行っ

ているが、ほとんどの回が満

員の状況である。参加者の科

学的興味関心の高揚に大きく

寄与している。  

４  少年少女交歓大会  

（青少年課）  

・市内の青少年団体と一般参加の子どもが運動公園で

一堂に会し、様々な催し物を通して、団体相互の連携

強化と青少年の交流を深めている。  

 

・参加延人数  

平成 12 年度  4,500 人  

平成 23 年度  15,650 人  

 

・参加人数については、年々

増加傾向にあり、市民の評価

を得ている。今後は、組織を

維持しつつ、さらに連携を深

め発展させる。  

 

 

 

 



資料編  １ 第一次計画に係る施策の進捗状況及び評価 

60 

 

５  青少年キャンプ事

業  

（青少年課）  

・集団野外活動を通じて、自らの創意工夫・仲間作り

を推進する一方で、規律・習慣等を体得させ、青少年

の健全育成に寄与すると共に、青少年の交流とジュニ

アリーダーの育成を図っている。  

 

・参加者数  

平成 12 年度  121 人  

平成 23 年度  109 人  

 

・毎年キャンプ場所が異なる

ことから、リピーターとなる

子どもがいるが、市所有の青

少年キャンプ場や一宮少年自

然の家の有効活用も考える必

要がある。  

６  津別町青少年交流

事業  

（青少年課）  

（再掲）  

・北海道津別町の青少年との交流を通じ、お互いの友

情と相互理解を深めるなど、次代を担う青少年の健全

育成を図っている。  

 

・参加者数  

平成 12 年度  76 人（受入年度）  

平成 23 年度  40 人（派遣年度）  

 

・都市間交流、大自然での生

活体験、生活環境の異なる地

域の子どもたちとの交流を通

して、子どもたちの成長に多

くの成果が期待できる。一方、

参加人数が限定されるなどの

課題等があるため、今後より

効果的な方法を検討する。  

 

７  世代間交流を目的

とした公民館事業  

（公民館）  

・高齢者と子どもとの交流を目的に「グランドゴルフ

大会」などを実施している。  

・親子対象の工作教室や料理教室などを行っている。 

 

・平成 12 年度実施事業  

「グランドゴルフ大会」「夏子連昔あそび」「三世代

交流ゲートボール＆グランドゴルフ大会」等  

・平成２３年度実施事業  

「地域交流グランドゴルフ」「秋のふれあいウォーキ

ング」等  

・高齢者と子どもの交流事業

は少なく、高齢者の知恵と技

能を生かし、子どもが伝承文

化を継承できるような事業が

求められる。  

８  船橋市三山老人デ

イサービスセンタ

ー  

（高齢者福祉課）  

 

・指定管理者の（社福）創明会が運営。三山小学校と

一年生を迎える会、運動会、交流会などを実施してい

る。  

・合唱、合奏、交流会のほか、三山保育園とも交流会

を実施している。  

 

・地域に根ざした介護サービ

ス事業所として親しまれてい

る。  

・高齢者と小学生が交流する

ことで、高齢者にとっては生

きがいとなり、今後も活発に

行ってゆく。  
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施策２－７． 健康を保持するためのスポーツ活動の充実  

（→ 第二次計画：施策１-10 スポーツ・レクリエーションの充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  船橋市民マラソン

大会  

（生涯スポーツ

課）  

・運動公園を会場に、子どもから高齢者までの各部門

を設定することで、幅広い年代層の参加がある。  

 

平成 12 年度  参加者  636 人  

平成 23 年度  参加者  851 人  

 

・市民を対象とした大会であ

り、有意義なものと評価する。 

２  成人の日記念  

船橋市民駅伝競走

大会  

（生涯スポーツ

課）  

・運動公園から、市北部を通り、船橋アリーナまで 6

区間を駆け抜ける、中学生以上の男子を対象とした駅

伝大会を実施している。  

 

平成 12 年度  

参加者  74 チーム  602 人  

平成 23 年度  

参加者  83 チーム  639 人  

 

・市民を対象とした大会であ

り、有意義なものと評価する。 

３  

 

船橋市小学生・  

女子駅伝競走大会  

（生涯スポーツ

課）  

・運動公園を会場に、小学生男女及び女子（中学生以

上）を対象とした駅伝大会を実施している。  

 

平成 12 年度  

参加者  152 チーム 1,204 人  

平成 23 年度  

参加者  140 チーム 1,003 人  

 

・市民を対象とした大会であ

り、有意義なものと評価する。 

４  総合型地域スポー

ツクラブ  

（生涯スポーツ

課）  

（再掲）  

平成 10 年  4 月  大穴スポーツクラブ設立  

平成 16 年  4 月  塚田 JSC 設立  

平成 18 年  6 月  八木が谷スポーツクラブ設立  

平成 23 年 11 月  ならだいスポーツクラブあまなつ  

設立  

平成 24 年 3 月  薬円台みんなのクラブ設立  

 

・各スポーツクラブは地域の

ニーズに合った特色ある活動

を行っている。  

・平成 23 年度新しく 2 クラ

ブが増え 5 クラブが活動して

いる。  

５  ゲートボール場管

理運営費  

（高齢者福祉課）  

・高齢者の仲間づくりと健康の維持・増進を図るため

に活動の場と機会を提供。  

平成 12 年度  

22 か所  利用人数 43,976 人  

平成 2３年度  

８か所  利用人数 18,846 人  

 

・体を動かす場を提供するこ

とにより健康の維持につなが

るとともに、人々が集まる場

として仲間づくりにも役立っ

ている。  
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施策２－８． 芸術文化活動の機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-11 芸術文化活動の推進）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  各種芸術文化事業

の主催および、共

催・後援  

（文化課）  

・各種芸術文化事業を主催および、共催・後援をする

ことにより、市民への芸術文化の振興、文芸創造活動

の推進、各種芸術文化団体の育成指導を図る。  

・後援事業については高い申請数があり、市民自らが

参画する文化活動の場の充実を図っている。  

 

平成 12 年度  

主催  ８事業   共催 12 事業  

後援 47 事業  協賛  2 事業  

平成 23 年度  

主催 9 事業（うち中止事業 1）  

共催 10 事業  

後援 72 事業（うち中止事業 1）  

 

・主催・共催事業とも好評価

を得ている。  

・後援事業については高い申

請数があり、市民自らが参画

する文化活動の場の充実を図

っている。  

 

２  21 世紀のデジタ

ルプロジェクトの

充実  

（視聴覚センタ

ー）  

・平成 12 年度から実施。市民からの提供写真や市の

保有する写真・映像をデジタル化して保存するととも

に、市内公共施設等において公開展示を行う。  

 

平成 23 年度末現在まで  

累計事業数     38 事業  

累計鑑賞者数  241,520 名  

平成 23 年度  

実施事業数     1 事業  

鑑賞者数     3,300 名  

 

・平成 12 年度から 21 回の企

画展を開催し、これまでに市

民から寄せられたプロジェク

トへの感動の声は 635 件にな

る。企画展及びその他の主

催・共催事業での展示では、

船橋の貴重な歴史的資料とし

て市民から好評価を得てい

る。  

 

施策２－９． ノーマライゼーションの実現に向けての学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-12 ノーマライゼーションの実現に向けての学習機会の充実） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  日本語教室  

（国際交流室）  

（再掲）  

・日本人と外国人が共生できる地域社会の形成を図る

ために、外国人住民の地域参加に役立つ日本語の習得

支援を目的に市内７か所の会場で開催。  

 

平成 12 年度   205 人  

平成 23 年度   245 人  

 

・在住外国人が日本語の習得

を通じて、日本人と共生でき

る地域社会の形成に寄与して

いる。  
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２  地域福祉活動助成

交付金事業  

（地域福祉課）  

・船橋市福祉基金の運用益等を活用し、市民活動団体

が行う地域福祉活動に要する事業費の一部を助成す

ることにより、市民活動の振興を図り、地域福祉の推

進に資することを目的とした事業。  

 

平成 12 年度  交付団体数 19 団体  

平成 23 年度  交付団体数 24 団体  

 

・平成 23 年度は新規団体に 4

件交付決定されたことを踏ま

えると、着実に市民に対して

周知され、地域福祉の推進に

寄与している。  

 

３  障害を理解するこ

とを目的とした公

民館事業  

（公民館）  

・障害者や高齢者を理解する事業は、体験学習やボラ

ンティア講座で実施した。また、近年は高齢者福祉課

や包括支援課との連携により認知症に対する理解、サ

ポート事業を展開している。  

 

平成 12 年度         

「介護体験セミナ―」「ボランティア入門セミナー」

「子どもボランティアクラブ」  「手話クラブ」他  

平成２３年度  

「障害者とスポーツを楽しもう！」ほか  

 

・ノーマライゼーションに対

する生涯学習分野での取り組

みが体系化しておらず、すべ

て個別に実施している事業で

ある。今後は関係各課、団体

との連携により実施していく

ことが望まれる。  

 

施策２－１０． 人権意識を高めるための学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-13 人権意識を高めるための学習機会の充実） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  研修会・講座開催  

（男女共同参画セ

ンター）  

・人権啓発のため平成２０年度に「 DV を考える。支

配のないパートナーのために」、平成 21 年度に「若

者のためのデート DV 予防講座」、平成 23 年度「DV

防止講座」を開催。  

 

・DV についての理解を深め、

DV 予防と被害者への支援に

つながる。  

２  人権啓発標語コン

クール・人権啓発

ポスター掲出事業  

（地域福祉課）  

・「人権啓発活動地方委託事業」の「地域人権啓発活

動活性化事業」として船橋地域人権啓発ネットワーク

協議会と協力し、平成 17 年度より 1 年おきに実施。 

・人権啓発をテーマに市内の公立小中学校から標語を

募集し、表彰する。最優秀作品の標語を入れたポスタ

ーを作成し、人権週間に合わせて掲出。  

 

平成 17 年度  応募総数 315 作品   

平成 23 年度  応募総数 420 作品  

 

・標語を考えることで人権問

題を身近に感じてもらうこと

ができたと考える。また、ポ

スターの掲出により幅広い世

代に人権啓発を呼びかけるこ

とができた。  
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３  人権の花運動  

（地域福祉課）  

・「人権啓発活動地方委託事業」の「地域人権啓発活

動活性化事業」として船橋地域人権啓発ネットワーク

協議会と協力し、平成 20 年度より船橋市と八千代市

が毎年交替で実施。  

・人権擁護委員が小学校に出向き、「人権講座」とチ

ューリップの球根を植え、花を育てることを通じ、生

命の尊さを実感する。  

 

平成 21 年度  船橋市   10 校   八千代市  4 校  

平成 23 年度  船橋市  10 校   八千代市  4 校  

 

・球根を植えた花壇に「思い

やりの心を育てましょう」の

看板をたてたり、花の咲いた

後に感謝状を贈ることで、さ

らなる人権啓発になっている

と考える。  

４  人権意識を高める

ことを目的とした

公民館事業  

（公民館）  

・子どもの虐待やいじめなど、家庭教育の分野で人権

の事業を実施してきた。  

 

平成 12 年度  「ＣＡＰ子どもワークショップ」  

平成２３年度  「家庭教育セミナー  大切な命」「家

庭教育セミナー  子どもを守るためには？」  ほか  

・家庭教育の衰退化が指摘さ

れる中で、改めて子どもや家

族をめぐる人権問題がクロー

ズアップされている。家庭教

育に限らずあらゆる社会での

人権問題を意識した事業に取

り組む必要がある。  

 

 

施策２－１１． 男女共同参画社会の実現に向けての学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策１-14 男女共同参画社会に向けての学習機会の提供） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  男女共同参画フォ

ーラム  

（男女共同参画セ

ンター）  

・公民館等を会場とし、なるべく家族が集いやすい土

日に講演等の啓発イベントを実施。広い世代に向け、

家族で参加できる形での啓発を目指す。  

 

平成 21 年度  

増田明美（スポーツジャーナリスト）による講演。   

参加者 243 人  

平成 23 年度  田部井淳子（登山家）による講演。  

参加者 233 人  

 

・多くの参加者が集まり、効

果があると考えられる。  

２  情報誌ｆの発行  

（男女共同参画セ

ンター）  

・啓発情報誌を作成。家族で興味をもらうような紙面

づくりを心掛けている。平成 7 年から実施。  

 

平成 23 年度  第 30 号  202,000 部  

 

・年２回町会・自治会を通じ

ての回覧から、平成 21 年度よ

り年 1 回全戸配布とし、より

情報の発信に力を入れた。  

３  講座開催  

（男女共同参画セ

ンター）  

・男女共同参画をテーマとした講座を開催する。  

 

平成 12 年度  14 講座  963 名  

平成 23 年度  13 講座  545 名  

 

・様々な分野の講座を開催し、

幅広い角度から学習の機会を

提供した。  
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４  男女共同参画フォ

ト・標語コンクー

ル  

（男女共同参画セ

ンター）  

・広く市民を対象とした、応募型の啓発事業を実施。

男女共同参画について考えてもらうきっかけとする。 

・平成 13 年度から中学生を対象に標語、平成 21 年

度から 16 歳以上を対象にフォトのコンクールを開

催している。平成 23 年度から標語コンクールは一般

にも対象を広げ、フォトコンクールは年齢制限をなく

し、「川柳や俳句」と「写真」を組み合わせた形式で

実施。  

 

平成 22 年度   

応募数（フォト） 12 点（標語）429 点   

平成 23 年度  

応募数（フォト） 34 点（標語）403 点  

 

・男女共同参画について考え

てもらうきっかけとするの

に、重要と考えられる。  

５  男女共同参画セン

ターフェスティバ

ル  

（男女共同参画セ

ンター）  

・各利用団体によるワークショップや運営委員による

講座などの開催。  

 

平成 10 年度から開催  

平成 23 年度 17 団体  入場者 768 人  

 

・気軽にセンターに来て楽し

く学び合い、交流できる場と

なっている。  

６  男女共同参画社会

の実現を目的とし

た公民館事業  

（公民館）  

・平成 11 年に男女共同参画社会基本法が施行され、

男女共同参画社会形成に向けた政策が打ち出された。

公民館においても従来の女性対象事業をさらに深化

させ、男女共同参画の趣旨を踏まえた事業を行ってき

た。  

 

平成 12 年度  「男の料理教室」 「マイカー始業点

検講座」  「女性セミナー」等  

平成２３年度  「パパのための楽しい育児応援講座」  

・公民館では従来より男女平

等を掲げ女性を対象とした事

業を実施してきたが、男女共

同参画という趣旨に基づき、

男性の社会参加を意識した事

業を展開した。近年では男性

の料理教室や育児教室を多く

取り上げている。また、男女

共同参画センターと連携した

事業も行っている。  

 

 

施策３－１．  児童・生徒期の体験を通した学校外活動の充実  

（→ 第二次計画：施策 2-1 家庭や地域における学校外活動の充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  天文教室、星を見

る会、特別投映  

（総合教育センタ

ー）  

（再掲）  

・初歩的な天文に関する講座や天体観測を行う天文教

室（平成 4 年から）や星を見る会（昭和 62 年から）、

プラネタリウム投映（平成 4 年から）にあわせて音

楽やお話の集いを行う特別投映などを行う。  

 

平成 23 年度  

天文教室  1 回  星を見る会  6 回  

特別投映  2 回  

・事前申し込みで受付を行っ

ているが、ほとんどの回が満

員の状況である。参加者の科

学的興味関心の高揚に大きく

寄与している。  
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２  親子科学教室  

（総合教育センタ

ー）  

（再掲）  

・身近な科学に関する楽しい実験や工作を行ってい

る。  

 

平成５年から実施  

平成 23 年度  実施回数  2 回  

 

・事前申し込みで受付を行っ

ているが、ほとんどの回が満

員の状況である。参加者の科

学的興味関心の高揚に大きく

寄与している。  

３  通学合宿  

（公民館）  

・平成 15 年から、子どもの自主性や協調性を伸ばし

て「生きる力」を育むとともに、学校、家庭、地域、

公民館が連携して家庭の教育力の向上を目的に通学

合宿を実施。  

 

平成 15 年度開始   延べ参加者  80 人  

平成 22 年度実績   延べ参加者  24 人  

※  23 年度は中止  

 

・９年目を迎え、地域に認知

され、多数のボランティアが

関わってくれた。地域の教育

力につながっている。  

 

施策３－２．  地域との連携による家庭教育の充実  

（→ 第二次計画：施策 2-2 地域との連携による家庭教育の充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

1 家庭教育セミナー  

（社会教育課・  

公民館）  

（再掲）  

・家庭教育セミナーは全公民館で実施している。ＰＴ

Ａ等を主体として、幼児から中学生までの子を持つ保

護者を対象に、家庭教育に関すること、親子のふれあ

い・世代間交流に関すること、地域での子どもの生活

体験・活動体験学習に関することを学んだ。  

 

平成 12 年   

開設団体数  30 団体  

実施回数   11２回  

参加延人数  7,971 人  

平成 23 年   

開設団体数  32 団体  

実施回数   105 回  

参加延人数  3,909 人  

 

・「家庭教育セミナー」は年々

学校での開設希望が減少して

おり、公民館での開設が多い。

家庭教育への関心が薄れてい

る傾向もあり、家庭教育の重

要性を、学校も含めて捉えな

おしていく必要がある。  

 

2 就学時健診等にお

ける子育て学習  

（社会教育課・  

公民館）  

 

 

就学時健診等における子育て学習会は、小学校入学時

前の保護者を対象に、子育ての基本について学習する

場として実施している、  

 

平成 16 年度開始  

平成 23 年度  

実施小学校  54 校  

参加者数   5,257 人  

 

・就学時健診における子育て

学習は、子育て経験者の講演

などにより行われている。ア

ンケート結果からは、家庭教

育を見つめ直すきっかけとし

て効果があるものと考えてい

る。  



資料編  １ 第一次計画に係る施策の進捗状況及び評価 

67 

 

施策３－３．  学校教育における地域の応援  

（→ 第二次計画：施策 2-3 学校を地域全体で支援していく体制の推進）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  学校支援地域本部

事業  

（社会教育課）  

・平成 23 年度  

三山中学校区（三山中学校、三山小学校、三山東小学

校）にて、学校・地域が一体となって、地域の教育力

向上を目的に、学校での学習・部活動の支援や子ども

の見守り、環境整備などを行う。  

 

・地域における熱心な活動が

継続的に展開できている。  

２  スクールガード制

度  

（保健体育課  

児童・生徒防犯安

全対策室）  

・制度を開始した平成 19 年 4 月 1 日現在では、ス

クールガード登録団体と登録人数は、 261 団体

3,859 人であったが、平成 24 年 4 月 1 日現在では、

328 団体 5,138 人となり、登録団体数及び登録人数

は、年々増加傾向にある。  

 

・子どもが不審者に遭う件数

が、制度開始前の平成 17 年度

は、192 件であったが、平成

23 年度には、78 件と半数以

下に減少し、その成果は顕著

である。  

 

 

施策３－４． 

地域とのふれあい、異年齢集団とのかかわりを大切にした教育の充実  

（→ 第二次計画：施策 2-4 地域や異年齢集団とかかわる機会の充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  子育てサロン事業

補助事業・  

ミニデイサービス

補助事業  

（地域福祉課）  

・地区社会福祉協議会が実施する子育てサロン、ミニ

デイサービス事業に、船橋市社会福祉協議会を通じて

運営費の一部を補助する。  

 

≪子育てサロン≫  地域で孤立しがちな子育て中の

親を対象に、育児相談や仲間づくりを支援する。ボラ

ンティアとの世代間交流も図られる。  

 

≪ミニデイサービス≫  閉じこもりがちな虚弱高齢

者を対象とし、昼食をはさんでゲームや体操をするこ

とで、地域の人たちとの交流・介護予防を図る。小中

学生を招いた交流プログラムを導入している地区も

増えている。  

 

平成 17 年度（全 23 地区）  

子育てサロン    16 地区 247 回実施  

ミニデイサービス  23 地区 424 回実施  

平成 23 年度（全 24 地区）  

子育てサロン    21 地区 485 回実施  

ミニデイサービス  24 地区 549 回実施  

・補助により、子育てサロン・

ミニデイサービス事業は全

24 地区で実施されるように

なった。実施回数、参加者数

とも増加した。  

 

（各事業とも全 24 地区で実

施されているが、年間開催回

数に満たないため、子育てサ

ロンの補助は 21 地区）  
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２  ふなばしハッピー

サタデー事業  

（青少年課・  

公民館）  

（再掲）  

 

・毎月第３土曜日を「ふなばしハッピーサタデー」と

し、公民館が主体となり、町会・自治会や学校及び地

域の青少年団体、児童ホーム等と連携を図りながら、

各公民館において、スポーツ、文化活動、自然体験、

子どもまつり等子どもが楽しく参加できる事業を行

う。  

 

平成 17 年度から実施  

平成 23 年度  

参加延人数  52,200 人  

スタッフ    4,282 人  

 

・地域の実情や各公民館の実

情に合わせて、実施日や実施

回数を調整している。各公民

館とも子どもたちが楽しく参

加できる事業を実施している

ことから、参加者については

増加傾向である。  

 

施策３－５．  生涯学習モデル事業の実施と推進  

（→ 第二次計画：施策 2-3 学校を地域全体で支援していく体制の推進）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  生涯学習モデル事

業  

（社会教育課）  

・学校、家庭、地域、行政が一体となって子どもを取

り巻く環境を改善し、学校を地域全体で支える事業。 

 

平成 12 年度   

実施校：葛飾小、行田東小  

地域ふれあい協議会、学校支援ボランティア、学校と

地域の連携にかかわる講演会、ゲストティーチャーの

派遣を実施。  

 

平成 22 年度  

実施校：金杉小  

地域協議会を中心に、学校支援ボランティア、環境整

備、学習支援、登校指導等を行うことで地域との交流

を深め、学校と地域の連携を図った。   

平成 22 年度にて終了。23 年度からは学校支援地域

本部事業へと移行。  

 

・平成１２年度の開設当時は、

学校支援ボランティア活動や

講演会等の事業を実施してい

たが、最終的には環境整備が

中心となっている。  

 

施策３－６．  学校種間の連携・交流の推進  

（→ 第二次計画：施策 2-3 学校を地域全体で支援していく体制の推進） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  船橋市幼稚園教育

研究協力者会議  

（学務課）  

・幼稚園・保育園から小学校へのスムーズな移行がで

きるように連携の強化を図る。  

・幼・保・小の連携をさらに

深めていくことができたと考

えられる。  
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施策４－１．  学校施設の開放  

（→ 第二次計画：施策 2-5 地域における学校施設のあり方）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  総合防災訓練  

（防災室）  

・毎年８月最終日曜日に各小学校及び一部中学校で開

催される。消火訓練のほか、 AED、応急処置を地域

の住民を対象に実施。  

・平成 23 年度は、防災ＭＣＡ無線による情報伝達訓

練や備蓄倉庫の確認、簡易トイレとパーテーションの

組立訓練を実施。  

 

・市民や職員に対して同内容

の訓練を繰返し実施すること

も重要であるが、内容の見直

しも含め訓練参加者をさらに

増やしていく工夫も必要であ

る。  

２  小・中学校等備蓄

整備事業  

（防災室）  

 

・災害時の避難所となっている小中学校の余裕教室等

を活用した防災備蓄倉庫の整備を図る事業。平成 23

年度に 4 中学校を整備し、全小中学校への整備が終

了した。  

・過去災害における避難所生活での課題を考慮してカ

セットガス式発電機とＬＥＤバルーン照明機を全小

中学校へ配備した。  

 

・飲料水や食料等の期限更新

を行い、これまでの整備体制

を維持するとともに、備蓄品

目の見直しを行った。  

３  中学生向け防災学

習  

（防災室）  

・中学生が「命の尊さ」や「災害時自分や周りの人の

命を守る」ために何が出来るかを学習し、自らが応急

救護など災害時の対処法などを身につける。  

平成 17 年度から実施  

・作成した防災マップを基に

町会・自治会と協力して現場

踏査を行い、通学路の危険箇

所の確認等を行うことで、中

学生と地域が連携して防災意

識の向上が図れた。  

 

４  船橋市三山老人デ

イサービスセンタ

ー  

（高齢者福祉課）  

（再掲）  

・指定管理者の（社福）創明会が運営。三山小学校と、

一年生を迎える会、運動会、交流会などを実施してい

る。  

・合唱・合奏・交流会のほか、三山保育園とも交流会

を実施している。  

 

・地域に根ざした介護サービ

ス事業所として親しまれてい

る。  

・高齢者と小学生が交流する

ことで、高齢者にとっては生

きがいとなり、今後も活発に

行ってゆく。  

 

5 三山ふれあいの部

屋  

（高齢者福祉課）  

・三山小学校の空き教室を利用し、地域の高齢者の交

流、教養の向上を図るための場を提供している。高齢

者以外も利用できる。管理は、当該施設がある三山老

人デイサービスセンターの指定管理者に管理委託。  

 

平成 10 年 6 月事業開始   

平成 23 年度  利用者数 1,068 人  

 

・趣味やレクリエーションな

どの地域交流の拠点になると

ともに、小学校の空き教室と

いう環境を活かし、世代間交

流の場としても提供してい

る。  
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６  放課後ルーム事業  

（児童育成課）  

・保護者の就労等により、放課後に家庭で子どもだけ

になってしまう小学校 1～ 3 年生に、遊びと生活の場

を用意する。  

そのために、施設の整備に努めるとともに、各学校と

連携しながら、運営の充実を図る。  

 

平成 12 年度  46 カ所設置  

平成 14 年 12 月に全小学校区に設置を完了  

平成 24 年 1 月  

54 カ所（分割運営を含め 74 施設）設置  

 

・平成 14 年度に全小学校に設

置を完了したが、待機児童も

生じてきた。その対策として

平成 15 年度からは、増設をお

こなっている。  

7 AED の維持管理  

（保健体育課）  

・心停止等の緊急時に利用できるようにするために，

全校設置されたＡＥＤの点検等の維持管理を行う。  

・全校設置された AED を緊急

時に迅速に使用できるよう

に、日々の維持管理ができて

いる。  

 

8 学校施設開放事業  

（生涯スポーツ

課）  

・市民のスポーツの場として、学校運営に支障のない

範囲で学校のグラウンド、体育館を開放する。  

 

平成 23 年度  

小学校  

運動場  10,677 回  364,099 人  

体育館  17,569 回  294,402 人  

プール             35,225 人  

中学校  

運動場   889 回   17,702 人  

体育館  6,662 回  106,120 人  

夜間照明灯  震災による節電対策の為中止  

特別支援学校  

運動場  187 回  3,098 人  

体育館  253 回  3,445 人  

プール          592 人  

 

・市民からのスポーツできる

場所の要求は大きくなってき

ているので、方策の１つとし

て意義があるものと考える。  

9 総合型地域スポー

ツクラブ  

（生涯スポーツ

課）  

（再掲）  

平成 10 年 4 月  

大穴スポーツクラブ設立  

平成 16 年 4 月  

塚田 JSC 設立  

平成 18 年 6 月  

八木が谷スポーツクラブ設立  

平成 23 年 11 月  

ならだいスポーツクラブあまなつ設立  

平成 24 年 3 月  

薬円台みんなのクラブ設立  

 

・各スポーツクラブは地域の

ニーズに合った特色ある活動

を行っている。  

・平成 23 年度新しく 2 クラ

ブが増え 5 クラブが活動して

いる。  
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施策４－２．  教職員の生涯学習への理解と協力  

（→ 第二次計画：施策 2-3 学校を地域全体で支援していく体制の推進） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  学校支援地域本部

事業  

（社会教育課）  

（再掲）  

・平成 23 年度  

三山中学校区（三山中学校、三山小学校、三山東小学

校）にて、学校・地域が一体となって、地域の教育力

向上を目的に、学校での学習・部活動の支援や子ども

の見守り、環境整備などを行う。  

 

・地域における熱心な活動が

継続的に展開できている。  

 

施策４－３．  大学・専修学校等との連携・相互協力  

（→ 第二次計画：施策 2-7 大学や高等学校との連携協力）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  後援・共催・協賛

事業  

（社会教育課）  

・地域に開かれた大学等での事業に対し、市教育委員

会として後援等を行う。  

 

平成 23 年度  

後援 30、共催 2、協賛 2 

 

・地域に開かれた大学をアピ

ールすることができた。  

・大学と地域社会との交流が

図られ、市民の生涯学習の機

会提供に貢献した。  

２  公開講座  

（社会教育課）  

・大学主催で開催する事業を、市の生涯学習情報冊子

（「楽しく学ぼうふなばし」）に掲載する。  

・より多くの生涯学習情報を、

よりきめ細かく市民に届ける

ことができた。  
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施策４－４．  地域交流の促進  

（→ 第二次計画：施策 4-1 地域の生涯学習の推進）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  子育てサロン事業

補助事業・ミニデ

イサービス補助事

業  

（地域福祉課）  

（再掲）  

・地区社会福祉協議会が実施する子育てサロン、ミニ

デイサービス事業に、船橋市社会福祉協議会を通じて

運営費の一部を補助する。  

 

≪子育てサロン≫  地域で孤立しがちな子育て中の

親を対象に、育児相談や仲間づくりを支援する。ボラ

ンティアとの世代間交流も図られる。  

 

≪ミニデイサービス≫  閉じこもりがちな虚弱高齢

者を対象とし、昼食をはさんでゲームや体操をするこ

とで、地域の人たちとの交流・介護予防を図る。小中

学生を招いた交流プログラムを導入している地区も

増えている。  

 

平成 17 年度（全 23 地区）  

子育てサロン    16 地区 247 回実施  

ミニデイサービス  23 地区 424 回実施  

平成 23 年度（全 24 地区）  

子育てサロン    21 地区 485 回実施  

ミニデイサービス  24 地区 549 回実施  

 

・補助により、子育てサロン・

ミニデイサービス事業は全

24 地区で実施されるように

なった。実施回数、参加者数

とも増加した。  

 

（各事業とも全 24 地区で実

施されているが、年間開催回

数に満たないため、子育てサ

ロンの補助は 21 地区）  

２  三山ふれあいの部

屋  

（高齢者福祉課）  

（再掲）  

・三山小学校の空き教室を利用し、地域の高齢者の交

流、教養の向上を図るための場を提供している。高齢

者以外も利用できる。管理は、当該施設がある三山老

人デイサービスセンターの指定管理者に管理委託。  

 

平成 10 年 6 月事業開始   

平成 23 年度  利用者数 1,068 人  

 

・趣味やレクリエーションな

どの地域交流の拠点になると

ともに、小学校の空き教室と

いう環境を活かし、世代間交

流の場としても提供してい

る。  

３  船橋市三山老人デ

イサービスセンタ

ー  

（高齢者福祉課）  

（再掲）  

・指定管理者の（社福）創明会が運営。三山小学校と、

一年生を迎える会、運動会、交流会などを実施してい

る。  

合唱・合奏・交流会のほか、三山保育園とも交流会を

実施している。  

 

・地域に根ざした介護サービ

ス事業所として親しまれてい

る。  

・高齢者と小学生が交流する

ことで、高齢者にとっては生

きがいとなり、今後も活発に

行ってゆく。  
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施策５－１．  様々な学習情報の一元化  

（→ 第二次計画：施策 3-1 学習情報の一元化と情報のネットワーク化）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  「 楽しく学ぼ うふ

なばし」の発行  

（社会教育課）  

 

自主的に「何かを学びたい」「体験したい」という

要求に応えることを目的として、船橋市等が行ってい

る市民を対象とした生涯学習事業をまとめた冊子を

年３回発行し、ホームページにも掲載している。  

・講演会・学習会等、市等が

行っている事業を幅広く紹介

することで、市民の生涯学習

の推進を図ることができてい

る。  

 

２  生涯学習施設予約

管理システムの構

築  

（社会教育課）  

・平成 18 年度から、公民館、体育施設、男女共同参

画センターの施設予約をシステム化することで、効率

的な管理を目指してきた。  

・また、ホームページ上での施設予約や空き状況の照

会等も行えるようにした。  

 

・システム導入後、利用者の

利便性を図るとともに、各施

設の貸出について、より公平

な抽選を行うことが可能にな

った。  

 

施策５－２．  生涯学習情報システムの構築  

（→ 第二次計画：施策 3-1 学習情報の一元化と情報のネットワーク化）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  生涯学習施設予約

管理システムの構

築  

（社会教育課）  

（再掲）  

・平成 18 年度から、公民館、体育施設、男女共同参

画センターの施設予約をシステム化することで、効率

的な管理を目指してきた。  

・また、ホームページ上での施設予約や空き状況の照

会等も行えるようにした。  

 

・システム導入後、利用者の

利便性を図るとともに、各施

設の貸出について、より公平

な抽選を行うことが可能にな

った。  

２  図書館システム運

営事業  

（図書館）  

・図書館ホームページの充実。資料の検索や図書予約

システムの充実。  

・インターネットによる図書の予約及び携帯電話によ

る蔵書検索開始、携帯電話による予約開始等、サービ

スの充実。  

 

・インターネットや携帯電話

により図書の貸し出し予約が

可能となり、図書館利用者に

対するサービスが拡充してい

る。  
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施策５－３．  多様な情報メディアの充実  

（→ 第二次計画：施策 3-2 多様な情報メディアの活用） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  市広報への記事の

掲載  

（広報課）  

・生涯学習の情報提供に際し広報紙（紙媒体）と、そ

れ以外の多様な情報媒体の活用を図る。  

 

平成 12 年度  

広報紙  折込  224,530 部  

      郵送     4,033 部  

インターネット  アクセス数  140,622 件  

ＣＡＴＶ  再送信接続  167,077 世帯  

 

平成 23 年度  

広報紙折込（ 1 号あたり） 201,770 部  

ポスティング（1 号あたり平均）3,684 部  

インターネット  アクセス数  

（年間合計）2,329,765 件  

ＣＡＴＶ  再送信接続   182,362 世帯  

 

・生涯学習に係る情報は広報

紙に積極的に掲載。広報紙の

発行部数は減少傾向にあるが

情報技術の進展によりインタ

ーネット、携帯端末での提供、

ＣＡＴ V の活用や千葉テレビ

文字放送での配信など様々な

情報メディアの利活用を行っ

ていると考える。  

２  市広報、館報、チ

ラシ及びホームペ

ージ等による情報

提供  

（公民館）  

・市広報による事業案内、館報による事業案内、地域

情報、ホームページによる公民館施設利用案内、事業

案内、サークル情報等の実施。  

・市広報は毎月 15 日号に公民館欄掲載。館報は全館

で随時発行。  

・公民館の学習情報を知るの

に市広報、公民館報の役割は

大きい。また、公民館報では

地域の情報も掲載でき、まち

の情報源となっている。近年

はホームページが主流となっ

ており、若い世代からの需要

が多い。  

 

 

施策５－４．  ライフステージに応じた情報提供  

（→ 第二次計画：施策 3-3 ライフステージに応じた情報提供） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  ホームページ運用  

（広報課）  

・平成 22 年度、ホームページの再構築事業において

ライフステージに応じた構成による見やすさ、アクセ

シビリティを求める。  

・子どもホームページも含め、ホームページをリニュ

ーアルし、高齢者や障害者を含む誰もが利用すること

ができるサイトを構築。また、各世代の利用が図れる

よう、各ページを調整しながら運用している。  

・ホームページ運用の一環として平成 23 年 11 月よ

り、Twitter の運用を行っている。  

 

・各世代に見やすいよう、子

どもホームページも含めホー

ムページをリニューアル。  

・高齢者や障害者を含む誰も

が利用することができるサイ

トを構築中である。  

・しかしながら、ＩＴ環境を

持ちえない人にとって、有益

な紙媒体による広報紙を提供

し続けることは重要である  
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２  子育て情報誌発行  

（児童家庭課）  

（再掲）  

 

・子育てに関する市の各種サービスや相談窓口、幼稚

園・保育園情報、医療機関情報等をまとめた情報誌「子

育てナビゲーション」を発行し、母子手帳交付時に配

布するほか、希望する市民に配布し、子育てに関する

幅広い情報提供を行う事業。  

 

平成 15 年度より作成開始。16 年度以降配布。  

平成 2３年度  24,000 部発行  

 

・毎年実施している市民アン

ケートでは、役立った・活用

したという意見が多く、好評

を得ている。  

３  図書館ホームペー

ジの充実  

（図書館）  

・各世代に適合した資料の積極的な収集。  

・図書館ホームページの充実。  

 

・平成 13 年度に図書館ホーム

ページが開設し、サービスの

範囲が広がった。  

 

 

施策５－５．  学習相談体制の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-4 学習相談体制の整備・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  学習相談体制の整

備・充実  

（公民館）  

・各公民館個別に実施。市民からの学習相談に個別に

対応している。  

・公民館では学習相談は定例

化はしておらず、個別に対応

している現状である。内容的

には学習内容や講師情報、サ

ークル情報である。  

 

２  学習相談体制の整

備・充実  

（図書館）  

・レファレンスサービスの充実  

平成 12 年度   3,459 件  

平成 21 年度   21,639 件  

 

・レファレンスサービスが図

書館利用者に浸透し、幅広く

利用されている。  

 

施策５－６．  生涯学習施設間の情報ネットワークの構築  

（→ 第二次計画：施策 3-1 学習情報の一元化と情報のネットワーク化） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  公民館図書室のオ

ンライン化  

（公民館・図書館） 

・図書館サービスの充実のため、図書館と公民館図書

室のオンライン化を進めている。  

 

平成 12 年度  ４館  

平成 23 年度  ７館  

 

・平成 12 年度海神公民館図書

室、平成 13 年度薬円台公民館

図書室、平成 22 年度坪井公民

館図書室がオープンする等サ

ービスの拠点が広がった。  
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施策６－１．  人にやさしい施設づくり  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  生涯学習施設建替

事業  

（社会教育課）  

・西部公民館（平成 20 年竣工）、坪井公民館（平成

22 年竣工）、飯山満公民館（平成 23 年）等でのエ

レベーター設置工事等を実施した。  

 

・だれでも安全で利用しやす

い施設を目指して、既存生涯

学習施設の改良工事及び新

設・建替工事には、バリアフ

リーの考えにのっとり設備配

慮を行った。  

 

 

施策６－２．  公民館の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-5 公民館の整備・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  公民館・図書館建

替え事業  

（社会教育課）  

・平成 19 年度西部公民館の建替え、平成 22 年度坪

井公民館の新築を実施。  

・市内 24 地区コミュニティに

26 公民館を整備するととも

に老朽化した公民館の建替え

やエレベーターを未設置の公

民館に設置し、施設の充実を

図った。  

 

 

施策６－３．  図書館サービス網の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-6 図書館サービス網の整備・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  公民館図書室のオ

ンライン化  

（公民館・図書館） 

（再掲）  

・図書館サービスの充実のため、図書館と公民館図書

室のオンライン化を進めている。  

 

平成 12 年度  ４館  

平成 23 年度  ７館  

 

・平成 12 年度海神公民館図書

室、平成 13 年度薬円台公民館

図書室、平成 22 年度坪井公民

館図書室がオープンする等サ

ービスの拠点が広がった。  
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施策６－４．  博物館の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  郷土資料館・飛ノ

台史跡公園博物館

事業  

（文化課）  

・郷土資料館は船橋市の通史を中心に、飛ノ台史跡公

園博物館は縄文時代（考古）を中心にそれぞれ資料の

収集・調査・研究を行うとともに展示事業・教育普及

事業を通して、市民に郷土の歴史に関する学習の場を

提供する。  

（利用状況）  

・郷土資料館  

平成 12 年度入館者  17,974 人  

平成 23 年度入館者  22,238 人  

 

・飛ノ台史跡公園博物館  

平成 12 年度入館者   7,473 人  

（平成 12 年 11 月オープン）  

平成 13 年度入館者  17,119 人  

平成 23 年度入館者  18,610 人  

 

・各事業とも好評価を得てい

る。  

２  文化財保護事業  

（文化課）  

・市内にある指定及び登録文化財の保護並びに普及を

図るため、文化財説明板設置、文化財展示、関係図書

刊行・ HP 作成・更新等を行う。  

 

・『船橋市の文化財』改訂を

行い、説明板の計画的設置、

HP 作成・更新、広報紙の活用

等、さらに適宜文化財の展示

を行うなど積極的に周知を図

ってきた。  

 

３  文化財及び埋蔵文

化財の調査  

（文化課）  

・市内にある文化財の調査・研究・保護・活用を図る

と共に、市民への普及を図る。  

土木工事事業等によって失われていく埋蔵文化財に

ついて、文化財保護と開発事業との円滑化を図り、適

正な発掘調査の実施と遺跡・遺物の公開に努める。  

 

・文化財の調査・普及活動の

実施や、平成 14 年度に埋蔵文

化財調査事務所を設置する

等、体制の見直しや業務改善

を図った。  

 

施策６－５．  青少年を対象とした施設の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  児童ホーム事業  

（児童育成課）  

・児童健全育成、子育て支援を図る。  

平成 12 年度  19 カ所  

平成 23 年度  20 カ所  

 

・平成 15 年に前原児童ホーム

を建替え。  

平成 20 年に本中山児童ホー

ムを建設。  
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２  青少年会館運営  

（青少年課）  

・施設の貸出しを行っている他、小・中学生向けの事

業も行っている。  

 

平成 12 年度  

利用人数   75,595 人  

利用団体数  1,171 団体  

平成 23 年度  

利用人数   52,659 人                                                                                                            

利用団体数  2,472 団体  

 

・研修棟 1、2 階のトイレを和

式から洋式に改修（男女各 1

か所）  

・自主事業の充実と利用促進

のため今後も PR 活動を続け

る。  

３  青少年キャンプ場

管理運営  

（青少年課）  

・キャンプ場及び研修棟の管理及び貸出し  

 

平成 12 年度                                                                                            

キャンプ場  利用人数 13,105 人  

研修棟    利用人数  3,622 人  

平成 23 年度  

キャンプ場  利用人数 14,760 人                                                                                                   

研修棟    利用人数   3,692 人  

 

・利用者が安全に利用できる

ように、キャンプ場の整備を

実施中。また、夜間は管理人

が不在となることから、ＡＥ

Ｄの設置を予定。今後は一層

の利用促進を図るためホーム

ページなどの活用を図る必要

がある。  

4 一宮少年自然の家

管理運営  

（青少年課）  

・施設の貸出し及び事業の実施  

 

平成 12 年度  

利用人数  18,013 人  

利用団体  139 団体  

平成 23 年度  

利用人数  19,106 人  

利用団体  127 団体  

 

・施設の経年劣化も見受けら

れることから更新する。閑散

期対策として、地元での PR 活

動を行う。  
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施策６－６．  文化施設の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  市民文化ホール・  

市民文化創造館事

業  

（文化課）  

・市民自らの文化芸術活動を実践できる場の提供（管

理・運営事業）  

・優れた文化芸術を享受できる機会の提供（自主企画

事業）  

文化ホール育成団体としてジュニアオーケストラ、さ

ざんか少年少女合唱団（平成２２年度より）がある。 

市民文化創造館では、青少年向けのワークショップ等

も行っている。  

 

・市民文化ホール  

平成 12 年度  

利用団体  161 団体  

利用者   152,195 人  

自主事業  13 参加  16,134 人  

ジュニアオーケストラ演奏会を実施  

（年 2 回）  

平成 23 年度   

利用団体  245 団体  

利用者   131,244 人  

自主事業  18 参加  19,620 人  

ジュニアオーケストラ演奏会を実施  

（年 2 回）  

 

・市民文化創造館  

平成 15 年度   

利用団体  295 団体  

自主事業  24 参加  3,491 人  

平成 23 年度  

利用団体  361 団体  

利用者   46,713 人   

自主事業  21 参加  5,266 人  

 

・自主企画入場者などからア

ンケートをとり、おおむね満

足との反響をいただいてい

る。  

・市民に低料金で優れた文化

芸術を鑑賞できる機会を提供

した。  
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施策６－７．  スポーツ・レクリエーション施設の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  まちかどスポーツ  

広場の設置  

（生涯スポーツ

課）  

・市民のスポーツの場として、まちかどスポーツ広場

を設置している。  

 

平成 23 年度  

まちかどスポーツ広場   16 か所  

運動広場         6 か所  

 

・市民からのスポーツできる

場所の要求は大きくなってき

ているので、方策の１つとし

て意義があるものと考える。  

 

施策６－８．  高齢者福祉施設の学習環境の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  老人憩の家管理運

営  

（高齢者福祉課）  

・高齢者の相互の親睦を図り、教養の向上、レクリエ

ーション等に利用できるよう活用の場を提供。  

 

平成 12 年度  

57 施設（公設 21 施設、民間借上げ 36 施設）  

利用人数  68,135 人  

平成 23 年度  

44 施設（公設 24 施設、民間借上げ 20 施設）  

利用人数  53,727 人  

 

・高齢者の価値観やニーズも

多様化し、公民館、老人福祉

センター等の活動の場が様々

であることから、利用人数が

減少傾向である。  

２  老人福祉センター  

（高齢者福祉課）  

・60 歳以上の高齢者に対し相談、健康増進、レクリ

エーションの場を提供。  

 

平成 23 年度  

5 施設  延利用者数 352,804 人  

104 クラブ   会員 4,293 人  

 

・利用者数は微増であり、事

業運営は概ね好評である。高

齢者の交流の場としての役割

は重要である。  
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施策６－９．  健康増進のための施設の学習環境の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  保健センターの管

理運営  

 

中央保健センター  

東部保健センター  

北部保健センター

西部保健センター  

・市民が利用しやすい相談窓口や学習機会を整備す

る。  

 

平成 23 年度利用者数  

中央保健センター  32,024 人  

東部保健センター  38,322 人  

北部保健センター  12,770 人  

西部保健センター  27,639 人  

 

・船橋市全体に周知し、健康

教育、相談事業を実施する他、

保健センターのある地域の特

性に合わせた事業を実施し、

市民の身近な健康づくりの場

となるようにした。  

 

施策６－１０． 環境関連施設の学習環境の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

1 リサイクルセンタ

ー見学  

（クリーン推進

課）  

・市民団体や、小学校児童にリサイクルセンターを見

学してもらい、資源化を通したごみ減量の啓発を図っ

ている。  

 

平成 23 年度 74 件  3,701 人  

 

・市民から好評を得ており、

リサイクル意識を高めてい

る。  

2 清掃工場見学  

（北部清掃工場・  

南部清掃工場）  

・市民や、小学校児童に清掃工場を見学してもらい ,

ごみ減量の啓発を図っている。  

 

平成 23 年度 133 回  4,961 人  

 

・工場の現状を見てもらうこ

とで、ごみ分別・ごみ減量・

リサイクルなどの意識が高ま

り、焼却ごみの減量化に繋が

っている。  

 

3 クリーン船橋５３

０の日、船橋をき

れいにする日の開

催  

（クリーン推進

課）  

 

・市民参加による清掃活動を行い、ごみのない住み良

い地域「環境にやさしい美しい街づくり」の啓発活動

とする。  

 

平成 23 年度  参加者数  

クリーン船橋 530 の日  荒天のため中止  

（平成 22 年度  58,000 人）、  

船橋をきれいにする日  54,000 人  

 

・市民参加の清掃活動の恒例

イベントとして定着してい

る。  

参加者数は天候により大きく

変動があるが、啓発運動の中

心として位置づけ、成果をあ

げていると考える。  

4 リサちゃんだより

の発行  

（クリーン推進

課）  

・市民に対してごみの現状とごみ減量、リサイクルの

必要性の意識を高めることを目的として発行してい

る。  

平成 23 年度  260,000 部  

 

・平成 15 年より創刊し、平成

16 年から年１回、ごみ減量、

資源化の意識を高める啓発紙

として全戸配布しており、効

果をあげている。  
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5 下水道の日  

（下水道総務課）  

・下水道についてのパネル等の展示、下水道クイズや

バス見学会など、子供から大人まで楽しみながら下水

道に対する理解を深めてもらえるよう取り組んでい

る。また、市内小学生を対象とした絵画・書道コンク

ールを行い、下水道の啓発を図っている。  

 

平成 12 年度実績  

絵画書道コンクール応募数  計   862 件  

平成 23 年度実績  

絵画書道コンクール応募数  計 3,949 件  

 

・普段の生活では目にする機

会のない下水道の役割につい

て、市民への理解を深められ

ている。  

また、絵画書道コンクールに

より、小学生にも下水道への

関心を深めてもらうことがで

きた。  

 

施策６－１１． 女性センターの整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  男女共同参画セン

ターの充実  

（男女共同参画セ

ンター）  

 

・平成 22 年 4 月男女共同参画課と組織統合し、男

女共同参画センターと名称変更  

・名称変更したことにより、

男性が来所しやすくなった。  

 

施策６－１２． 公園など自然と親しむ施設の整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  公園緑地整備事業  

（公園緑地課）  

・自然環境を守り、緑の創造を行ない、世代を越えて

自由にコミュニケーションができる場、憩いの場、健

康づくりの場として、貴重な樹林の保全と、都市公園

の積極的な整備をし、緑豊かな都市景観の創出を図る

事業。  

 

平成 12 年度  

都市公園一人当たり  2.57 ㎡／人  

平成 23 年度  

都市公園一人当たり  2.8５㎡／人  

 

・着実に公園緑地の整備がお

こなわれている。  
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施策６－１３． 民間施設の活用  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  初心者向けパソコ

ン講習  

（社会教育課）  

（再掲）  

・平成 13 年度より、初心者を対象としたパソコン講

習を行い、基本操作や文字入力、インターネットや電

子メールの使い方について学ぶ機会を提供してきた。 

・平成 18 年度までは公民館を会場としていたが、平

成 19 年度以降は民間事業者に委託し、年間で 30 コ

ースを開催している。  

平成 23 年度の参加者数  386 人  

 

・毎回定員を上回る申し込み

状況である。「パソコンに触

ったことがない」「これから

購入を考えている」といった

参加者を対象に好評を得てい

る。  

 

施策６－１４． 生涯学習センターの整備・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-９ 総合的な生涯学習推進体制の充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  生涯学習センター

の設置  

（社会教育課）  

・学習情報・学習機会の提供、指導者・ボランティア

養成、学校との連携等の各施策推進を目指す生涯学習

センターについては、当初予定していた総合教育セン

ターに設置する余地がなくなったほか、厳しい財政状

況もあり、設置を見送った。  

・すでに各コミュニティにあ

る 26 館からなる公民館はじ

め、各生涯学習施設において

連携を深めることによって、

生涯学習センターとしての機

能を補完している。  

 

 

施策６－１５． 生涯学習施設間の連携・充実  

（→ 第二次計画：施策 3-7 生涯学習関連施設間等の連携・充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  基幹館制度の充実  

（公民館）  

・基幹館は市内 5 地区からなる地区公民館の事業の

連携を行い、事業の支援及び助言を行っている。  

  

・平成 12 年度から開始した本

体制については、地区ごとに

合同事業、地区担当者会議を

通じて、連携・協力を深めて

いる。  
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施策７－１．  総合行政としての生涯学習の推進  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  生涯学習基本構想  

・推進計画の推進  

（社会教育課）  

 

・第一次計画策定作業に伴い、平成 11 年度に本部を

設置し、計画の推進体制を整備。その後、「楽しく学

ぼうふなばし」「まちづくり出前講座」等、市を挙げ

ての生涯学習の推進に努めた。  

 

・平成 23 年生涯学習推進協議

会を再び立ち上げ、作業にあ

たった。  

 

２  生涯学習推進本部

の設置  

（社会教育課）  

・第一次計画の各施策推進状況を評価・検証を行い、

第二次計画策定作業を平成 22 年度から行っている。 

 

・「生涯学習」に対する理念

及び理解を、全市的に広める

ことができた。  

 

 

施策７－２．  生涯学習推進本部等の活性化  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  生涯学習基本構想  

・推進計画の推進  

（社会教育課  

（再掲）  

 

・第一次計画策定作業に伴い、平成 11 年度に本部を

設置し、計画の推進体制を整備。その後、「楽しく学

ぼうふなばし」「まちづくり出前講座」等、市を挙げ

ての生涯学習の推進に努めた。  

 

・平成 23 年生涯学習推進協議

会を再び立ち上げ、作業にあ

たった。  

 

２  生涯学習推進本部

の設置  

（社会教育課）  

（再掲）  

 

・第一次計画の各施策推進状況を評価・検証を行い、

第二次計画策定作業を平成 22 年度から行っている。 

 

・「生涯学習」に対する理念

及び理解を、全市的に広める

ことができた。  

 

施策７－３．  市民の学習ニーズの把握  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  公民館利用者意識

調査  

（社会教育課）  

・平成 18 年度の公民館使用料等の改定を受けて、平

成 19 年度に「公民館利用者意識調査」「生涯学習意

識調査」を実施した。  

・公民館利用者及び一般市民

を対象に公民館及び生涯学習

に関するアンケートを実施

し、その意向を把握した。公

民館の運営、事業計画に反映

させ、成果を得ることができ

た。  
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施策７－４．  地域の生涯学習の推進  

（→ 第二次計画：施策 4-1 地域の生涯学習の推進）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  生涯学習コーディ

ネーターとの連携  

（公民館）  

・ふなばし市民大学校（当初は生涯学習コーディネー

ター養成講座）学びのコーディネーター学科の卒業生

有志で組織する生涯学習コーディネーター連絡協議

会と協力、連携した事業を各公民館で行っている。  

・生涯学習コーディネーター

連絡協議会は、５ブロックに

分かれて、各ブロック毎に公

民館と連携をとり事業を実施

している。企画運営に市民の

力が入ることで市民協働の役

割を果たしている。  

 

２  学校支援地域本部

事業  

（社会教育課）  

（再掲）  

・平成 23 年度  

三山中学校区（三山中学校、三山小学校、三山東小学

校）にて、学校・地域が一体となって、地域の教育力

向上を目的に、学校での学習・部活動の支援や子ども

の見守り、環境整備などを行う。  

 

・地域における熱心な活動が

継続的に展開できている。  

 

施策７－５．  ふるさと船橋学習の創造と充実  

（→ 第二次計画：施策 4-2 ふるさと船橋について学ぶ機会の充実）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  船橋三番瀬漁業の

ＰＲ  

（農水産課）  

・市民の漁業に対する理解を深めるため、水産業体

験・イベントの開催などにより歴史ある船橋三番瀬漁

業をＰＲし市民との交流を促進する。  

・体験やイベントを実施した

ことにより、船橋漁業がこん

なに活発であることを理解さ

れた。  

 

２  地産地消及び食育

の推進  

（農水産課）  

・地場産の農水産物を PR するため農水産祭や地場野

菜即売会などを行う。また、学童農園などにより児

童・生徒が直に農作物の栽培を体験し、農業や食の大

切さを学ぶ。  

・農水産祭や地場野菜即売会

等を通じ船橋産農産物を広く

PR できた。  

 また、学童農園により児

童・生徒が栽培を体験したこ

とで作物と食について理解さ

れた。  

 

３  ふなばし市民大学

校  

（社会教育課）  

・まちづくり学部に、船橋市について歴史等を深く学

ぶ、「ふなばしマイスター学科」を開設。  

・「まちづくり学部」において、地域に関心を持つよ

う授業を実施している。  

 

・「学ぶ」ことにより「ふな

ばし」への理解が深まり、地

域で「まちづくり」が実施さ

れている。  
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施策７－６．  まちづくりに向けた学習機会の充実  

（→ 第二次計画：施策 4-3 まちづくりに向けた学習機会の充実） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  市民活動サポート

センター事業  

（市民協働課）  

・市民活動サポートセンターにおいて、市民活動に関

する情報提供や市民活動体験イベント等を行ってい

る。  

・チラシ、ポスター等の紙媒

体による情報提供のほか、イ

ンターネットを活用しての情

報提供を行うことができた。  

 

 

施策７－７．  人材の養成・活用とネットワーク化  

（→ 第二次計画：施策 4-4 人材の養成・活用とネットワーク化）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  ふなばし市民大学

校  

（社会教育課）  

・ふなばし市民大学校まちづくり学部「学びのコーデ

ィネーター学科」  

 

平成 16 年度  修了者数  27 人  

平成 23 年度    同   26 人  

 

・修了後は、まちづくりのた

めに地域（主に公民館）で積

極的に活動している。  

 

施策７－８．  生涯学習人材バンクの設置  

（→ 第二次計画：施策 4-5 生涯学習人材バンクの充実） 

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  生涯学習サポート

事業  

（社会教育課）  

・自主的に「何かを学びたい、体験したい」と思った

市民に対し、能力・特技ある人々の情報を登録し、講

師・指導者として紹介することで、市民の生涯学習を

無償でサポートする。  

平成 23 年度  登録者数 171 人  

 

・何かを学びたいと思う市民

と技能等をもった市民を結び

つけることによって、市民の

生涯学習を推進する役割を果

たしてきた。  

 

施策７－９．  学習ボランティアの養成と活動の場の確保  

（→ 第二次計画：施策 2-3 学校を地域全体で支援していく体制の推進）  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  学習サポーター派

遣事業  

（指導課）  

・平成 18 年度から、学力の向上を目的として、大学

生を市内全小学校に派遣している。平成 23 年度は、

30 の大学から計 237 人の学生等を全小学校に 2 名

以上配置し、個に応じた指導を行った。  

 

・外部からの人的な支援は、

学習活動の充実を図る上で大

変有効である。登録者数も

年々増加傾向にある。  
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施策７－１０． 生涯学習を支援するための市職員派遣制度の充実  

（→ 第二次計画：施策 4-6 生涯学習を支援するための市職員派遣制度の充実）  

 

まちづくり出前講座  

市が取り組む事業や市民の関心の高い施策等について、市の職員が講師として出向くことにより、  

行政の理解を深め生涯学習の推進を図る。（本事業は平成 12 年計画策定を受けて開始したものである）  

 

担当  取組概要  方策（参照）  

包括支援課・健康増進

課・健康政策課・地域福

祉課・保健所総務課・保

健所衛生指導課・消防署  

・地域包括支援センターの役割や生活習慣病の予防や

改善方法等の健康づくり、船橋市の健康づくり指針の

紹介、薬物乱用や食中毒予防、応急手当の方法、サプ

リメントの使い方等、多くの講座を実施している。  

・平成 23 年度   メニュー数  10 事業  

「地域包括支援センターについて」「健康増進のはな

し」「始めよう！みんなで健康づくり」「私にもでき

た！支え合いのまちづくり」「地域リハビリテーショ

ンについて」  

「薬物乱用はダメ！ゼッタイ！」「家庭でできる食中

毒予防」「命の救う応急手当」「救急医療体制のあら

まし」「サプリメントとかしこくつき合う」  

利用件数  30 件  利用者数  1,146 人  

 

施策１－１．  健康を保持す

るための学習機会の提供  

環境保全課・クリーン推

進課・産業廃棄物課・下

水道総務課・環境衛生課  

・水や大気、音、地球温暖化、ごみの分別やリサイク

ル、産業廃棄物、下水道、浄化槽についての講話や西

浦下水処理場・高瀬下水処理場・北部清掃工場の見学

等、多様な自然・環境に係るメニューを実施している。 

・平成 23 年度   メニュー数  12 事業  

「環境を考えるⅠ～水のはなし～」「環境を考えるⅡ

～大気のはなし～」「環境を考えるⅢ～音のはなし～」

「環境を考えるⅣ～地球温暖化のはなし～」「みんな

で考えよう「ごみ減らし」」「産業廃棄物のはなし」

「下水道のはなし」「浄化槽のはなしⅠ・Ⅱ」、来所

講座「西浦下水処理場」「高瀬下水処理場」「北部清

掃工場」  

利用件数  5 件  利用者数  157 人  

 

施策１－２．  自然との共生

感を育むための学習機会の提

供  

国際交流室  ・姉妹・友好都市交流や在住外国人との多文化共生に

ついての講話を実施している。  

・平成 23 年度  メニュー数  1 事業  

「市の国際交流」  

利用件数  0 件  利用者数  0 人  

施策１－３．  国際人を養成

するための学習機会の提供  
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消費生活課  ・消費生活に役立つ知識や情報を提供するため、消費

生活相談員が講師として出向き、講座を開催してい

る。  

・平成 23 年度  メニュー数  ２事業  

「消費者講座Ⅰ～悪質商法編～」「消費者講座Ⅱ～く

らし編～」  

利用件数  45 件  人数  2,373 人  

施策１－６．  現代的課題に

対応した消費者の学習機会の

充実  

 

施策７－１１． 専門職としての研修制度の確立  

 

№  事業名（担当）  取組概要（平成 12～23 年度）  評価  

１  悉皆研修  

（総合教育センタ

ー）  

・職や層別に指定した教職員に、学校経営・管理上の

課題や教職経験に応じた教科、道徳、特別活動等の専

門的知識及び新しい教育課程等の課題に対応した研

修を実施する。  

・中核市移行に伴い、平成 15

年度より受講対象者が増加し

た。毎年内容の見直しを図り

ながら専門的指導力の向上、

喫緊の課題に対応する研修を

実施している。受講者の満足

度は高く、平成 23 年度は

98％である。  

 

２  希望研修  

（総合教育センタ

ー）  

・学校教職員として必要な教科、道徳、特別活動等の

専門的知識や技能の取得、及び現代的課題や情報化及

び放射線や防災教育に関する研修などの喫緊の課題

に対応した研修について、希望者を対象に実施する。 

・教科や領域の指導法改善研

修講座や教育相談、情報教育、

生徒指導や現代的課題に関す

る研修を実施し、毎年見直し

を図っている。平成 23 年度の

受講者の満足度は 99％であ

る。  
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２ 市の生涯学習をめぐる状況  

 

□ 市の人口推移 

 

本市の人口は近年増加傾向にあり、平成 22 年時点で 609,040 人（平成 22

年国勢調査確定値）となっています。この増加基調が今後も続くものと想定して

います。 

また、本市においても、団塊の世代の年齢推移等に伴って、65 歳以上人口の急

増が予想され、特に平成 32 年以降は 75 歳以上人口が 65～74 歳人口を上回る

ものと見込まれます。 

一方、0～14 歳人口は平成 27 年をピークに減少に転じると見込まれます。 

15～64 歳人口は、団塊の世代がこの年齢層から抜けていく減少分を人口移動

（転入超過）による増加分が補って、ほぼ横這いで推移していくものと予測され

ます。 
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□ 少子高齢化 

 

わが国は、既に人口減少時代に転じていて、平成22年からの20年間に約1100

万人の人口減少と推計されています。このなかで、特に65歳以上の高齢者の急増

が見込まれています。 
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(2060) 

日本の人口推移 

【人口】 

国立社会保障・人口問題 

研究所：平成24年１月推計 （％） （千人） 

【15～64歳】 

【0～14歳】 

【65歳以上】 
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□ 自由時間の過ごし方 

 

自由な時間をどのように過ごしていますかとたずねたところ、「テレビ・ラジオ・

インターネット等」で過ごしているという人が突出していることがわかります。  

「お茶・お華・踊りなど」と「手芸・盆栽・囲碁・将棋など」の趣味的活動や、

「ボランティアなどの地域活動」は極端に少ないですが、､休日には「スポーツ活動」、

「行楽・レクリエーション」、「散歩・ショッピング」が平日の倍以上を示してお

り、自由時間の過ごし方に偏りがあることがうかがえます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.1 

16.7 

11.6 

5.1 

7.1 

1.5 

3.0 

20.2 

20.7 

52.0 

38.9 

67.2 

7.1 

4.5 

0.0 

16.7 

25.8 

6.1 

10.6 

5.6 

1.5 

4.5 

10.6 

2.5 

28.8 

30.3 

77.3 

12.6 

10.1 

0.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 

音楽・美術など

読書

映画・芸術鑑賞

学習

手芸・盆栽・囲碁・将棋など

お茶・お華・踊りなど

ボランティアなどの地域活動

スポーツ活動

行楽・レクリエーション

散歩・ショッピング

家族との団らん

テレビ・ラジオ・インターネット等

その他

特に何もしていない

無回答

自由時間の過ごし方 （船橋市）

休日

平日

（％）

公民館利用者意識調査及び

生涯学習意識調査

平成20年 船橋市社会教育課
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□ 不登校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 

2.2 

26.4 

22.0 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 

小学校（国）

小学校（船橋市）

中学校（国）

中学校（船橋市）

不登校児童生徒数 １０００人当たり

「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問

題に関する調査」文部科学省平成２３年度・

船橋市 指導課平成２３年度

(人/1000人）

不登校児童生徒数
（平成２３年度）

 不登校児童
 生徒数（人）

 全児童
 生徒数（人）

 学校数
 （校）

1000人当たり
の人数（人）

1校当たりの
人数（人）

国 小学校 22,622 6,887,292 21,721 3.3 1.0

中学校 94,836 3,589,774 10,800 26.4 8.8
船橋市 小学校 71 32,447 54 2.2 1.3

中学校 307 13,934 27 22.0 11.4
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□ 児童虐待 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ インターネット 

インターネットは急速に普及が進み、利用人口も大きく増加し、近年は高齢

者への普及が進んでいます。 
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(2011)

インターネットの状況 （総務省）

人口

普及率

（％）（万人）

通信利用動向調

査：総務省H23年

43

2
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48

39

3

16

28

86

1

16

56

101

2

54

69

96

0

65

73

160

2

102

109

181

5

106

128

身体的虐待

性的虐待

心理的虐待

ネグレクト

（育児放棄）

児童虐待相談の推移 （船橋市）

１７年

１８年

１９年

２０年

２１年

２２年

２３年

（件）

船橋市 児童家庭課

（家庭児童相談室）
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□ 青少年相談受付状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 家庭教育相談受付状況 

平成 23 年度 社会教育課（船橋市） 

① 相 談 対 象 者  
    

相 談 対 象 者  小 学 生  中 学 生  高 校 生  その他  計  

人   数  １０５人  ２８人  ８人  １９人  １６０人  

 

② 相 談 内 容       

相 談 内 容  
生 活 ・しつけ 

交 友 関 係  
不 登 校 等  いじめ 学 習 進 路  その他  計  

人   数  ７３件  １４件  ６件  ８件  ９６件  １９７件  

平成２３年度　青少年センター　（船橋市）
① 来 所 相 談

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
家 庭 生 活 6 2 3 5 4 3 4 17 10 27
不 登 校 11 20 12 12 2 7 25 39 64
学 校 生 活 8 5 52 26 5 4 1 66 35 101
不 良 交 友 2 82 56 1 2 2 85 60 145
進 路 3 1 1 4 1 5
薬 物
窃 盗 ・ 盗 癖 28 1 29 29
万 引 き 1 1 1
い じ め 1 2 1 1 4 1 5
家 出 4 13 1 1 4 15 19
金 銭 持 出 し 1 1 2 2
恐 喝
家 庭 内 暴 力 2 1 3 3
不 健 全 娯 楽
暴 力 行 為 被 害 1 1 1
情 緒 不 安 定 8 8 8
虐 待 1 2 1 2 3
男 女 交 際 2 1 1 4 0 4
そ の 他 1 1 1

38 27 191 116 17 18 2 0 0 0 6 3 254 164

② 電 話 相 談

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
不 登 校 376 34 193 329 4 10 573 373 946
家 庭 生 活 4 2 7 5 4 1 4 19 8 27
学 校 生 活 9 43 130 257 5 9 1 145 309 454
不 良 交 友 2 74 66 1 2 1 77 69 146
盗 癖 ・ 窃 盗 27 1 28 28
い じ め 1 2 1 3 1 4
進 路 9 1 10 10
家 出 5 14 1 1 5 16 21
薬 物
万 引 き 1 1 1
家 庭 内 暴 力 2 1 3 3
虐 待 1 2 1 2 3
暴 力 行 為 被 害 1 1 1
情 緒 不 安 定 8 8 8
男 女 交 際 1 1 2 2
そ の 他 1 1 1 1 3 1 4

402 79 451 675 18 23 2 0 1 0 5 2 879 779

無職青少年 小計
合計内容　　　　　学識

合　　計 1,658
481 1,126 41 2 1 7 1,658

小学生 中学生 高校生 その他の学生 有職青少年

無職青少年 小計
合計

65 307 35 2 0 9 418

有職青少年

418合　　計

小学生 中学生 高校生 その他の学生
内容　　　　　学識
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□ 学習の目的 

学習や活動の目的についてたずねたところ、｢趣味を広げ豊かにするため｣(59.1%)が

６割近くとなり、次いで「健康・体力づくりのため」(40.5%)、｢他の人との親睦を深

めたり・友人を得るため｣(38.1%)、｢教養を得るため｣(34.9%)となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.1

40.5

38.1

34.9

33.6

33.4

31

17.5

16.4

16.2

15.6

0.5

0.7

0.2

56.8

38.7

39.3

33.4

21.1

38.3

30.9

15.5

15.3

16.9

1

0.7

興味があり、趣味を広げ豊かにするため

健康・体力づくりのため

他の人との親睦を深めたり、友人を得るため

教養を高めるため

家庭・日常生活を充実させるため

老後の人生を有意義にするため

自由時間を有効に活用するため

高度な専門的知識を身につけるため

地域や社会をよりよくするため

現在の仕事や将来の就職・転職に役立てるため

世の中のことを知るため

その他

特に理由はない

わからない

生涯学習をしてみたい理由 （内閣府）

H20 H11

「生涯学習に関する世

論調査」内閣府H20年

（％）

45.5 

39.8 

37.5 

29.5 

22.7 

22.7 

14.8 

11.4 

10.2 

6.8 

5.7 

3.4 

0.0 

59.3 

62.3 

51.1 

6.1 

24.2 

23.7 

34.9 

11.1 

7.7 

1.2 

3.4 

1.2 

0.6 

充実した時間を持つため

健康維持や体力づくりのため

交友関係を広げるため

仕事に必要な知識や技術を高めるため

社会や地域に役立つ活動をするため

教養を高めるため

老後の生活を豊かにするため

社会の進歩や変化に遅れないようにするため

家庭生活に必要な知識や技術を高めるため

必要な資格を取るため

その他

特にない

無回答

学習の目的（船橋市）

市政モニター

公民館

（％）

公民館利用者意識調査及び

生涯学習意識調査

平成20年 船橋市社会教育課
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□ 学習・活動の内容 

 

現在の学習や活動の内容については、「健康・スポーツ」(30.4％)、「趣味的なもの」

(25.7％)、「職業上必要な知識・技能」(15.2％)、「家庭生活に役立つ技能」(14.1％)、

は１７年の調査に比べ大幅に増加しており、個人的な趣味活動を中心に幅広い内容とな

っている。また「ボランティア活動」(8.1％)など、地域の組織的な活動にも参画してい

ることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.4

25.7

15.2

14.1

11.5

9.9

8.9

8.9

8.1

6.2

2.8

0.4

0.4

21.8

18.8

8.9

7.5

6.2

11.6

4.8

5.1

6

4.4

2.9

1.9

0.4

0.7

健康・スポーツ

趣味的なもの

職業上必要な知識・技能

家庭生活に役立つ技能

教養的なもの

情報端末やインターネット

社会問題に関するもの

育児・教育

ボランティア活動

自然体験など

学校の正規課程での学習

語学

勤労体験

その他

わからない

この1年間に行った生涯学習の内容 （内閣府）

H24

H17

「生涯学習に関する世

論調査」内閣府H24年

（％）
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□ 生涯学習の形式 

 

どのような場所や形態で「生涯学習」をしたことがあるか聞いたところ，「公民館な

ど講座」(40.5%)、「サークル活動」(34%)が多くなっており、「カルチャーセンター」

(30.6%)を上回っています。また「自宅での学習活動」(27.4%)や「ラジオ・テレビ」

(13.2%)など自宅などで行う学習も多くあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.5 

34 

30.6 

27.5 

27.4 

18.8 

17.5 

15.1 

13.2 

10.3 

1.8 

0.3 

32.7 

40.5 

24.4 

11.9 

9.7 

14.1 

5.1 

1.4 

10.2 

1.9 

公民館など講座 

サークル活動 

カルチャーセンター 

職場の教育、研修 

自宅での学習活動 

情報端末やインターネット 

学校の公開講座 

図書館、博物館、美術館 

ラジオやテレビ 

学校の正規課程 

民間の通信教育 

放送大学 

その他 

わからない 

生涯学習の形式（内閣府） 

H24 

H11 

「生涯学習に関する世 

論調査」内閣府H24年 

（％） 
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□ 活動成果の活用 

学んだ成果をどのように社会に活用したら良いか、公民館利用者にたずねたと

ころ、「地域で指導者として活動できる場所や機会を整える」32.0％、「地域活

動者ボランティア活動をするのに役立つ資格が得られるようにする」28.2％と、

多くの人が学んだ成果を生かせる場所を望んでいることがわかりました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.8

41.6

37.5

33.6

17.2

16.1

13.8

13

11.4

2.8

1.3

7.4

0.7

52.4

43.1

25.1

24.5

17.9

11.9

11.5

9.8

1.1

7.6

0.7

自分の人生がより豊かになっている

自分の健康の維持・増進に役立っている

家庭・日常の生活に生かしている

日常の生活や地域での活動に活かしている

仕事や就職の上で生かしている

地域や社会での活動に生かしている

広く深い知識・技能を身につける

ボランティア活動に生かしている

資格を取得した

学習やスポーツ、文化活動などの指導

学業、学校生活の上で生かしている

その他

生かしていない

わからない

生涯学習の成果の活用 (内閣府）

H20

H11

「生涯学習に関する世

論調査」内閣府H20年

（％）

32.0 

28.2 

20.3 

18.2 

5.2 

4.9 

地域で指導者として活動できる場所や

機会を整える

地域活動やボランティア活動をするのに

役立つ資格が得られるようにする

わからない

その他

仕事の場で活かせる資格が得られるようにする

無回答

活動成果の活用（船橋市 公民館利用者）

（％）

公民館利用者意識調査及び

生涯学習意識調査

平成20年 船橋市社会教育課
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□ 社会への貢献意識 

社会への貢献意識が平成に入ってから増加し始め、近年では７割近くになるなど人々

の意識が高まっています。 
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45.3

47.4

54.1

62.3
60.7

59.1

65.2

67.4

39.6

47.4

44.3
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33.6

36.3 36.7

32.2

29.9

20
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50

60

70

昭和50年
(1975)

55年
(1980)

60年
(1985)

平成2年
(1990)

7年
(1995)

12年
(2000)

17年
(2005)

22年
(2010)

24年
(2012)

社会への貢献意識について（内閣府）

社会意識に関する世

論調査:内閣府H24年

【貢献しようと思っている】

【あまり考えていない】

（％）
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□ 生涯学習の振興方策 

 

「生涯学習」をもっと盛んにしていくために，どのようなことに力を入れるべきだと

思うか聞いたところ，「生涯学習関連施設などのサービスを充実する」(38.5％)と最も

高く，「情報を一元化し得やすくする」(26.6％)，「生涯学習を支援する人材を育成」

(26.0％)などの順となっており、多くの人が施設の充実を望んでいるのがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

38.5 

26.6 

26 

23.8 

21.9 

20.8 

16.6 

16.3 

13.6 

1.6 

11.3 

5.7 

37.6 

20.8 

27.6 

23.1 

26.8 

22.1 

16.6 

17.1 

11.9 

13.4 

12.1 

1.4 

14 

5.8 

生涯学習関連施設などのサービス充実 

情報を一元化し得やすくする 

生涯学習を支援する人材を育成 

ボランティア活動を支援 

学校をもっと地域に開放する 

住民のニーズを把握し反映する 

生涯学習に関する専門職員を育成 

生涯学習のための有給休暇を普及 

社会教育団体などのボランティア活動支援 

生涯学習の成果等に対する社会的評価の促進 

知識や技能の資格・検定等を充実する 

学校学習で地域や社会を支援する活動の取り入れ 

その他 

特にない 

わからない 

生涯学習の振興方策（内閣府） 

H20 

H17 

「生涯学習に関する世 

論調査」内閣府H20年 

（％） 
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３ 教育基本法の改正について  

 

昭和 22 年に制定された「教育基本法」が,平成 18 年 12 月に全面改定され「新教育基

本法」(平成 18 年法律第 120 号)として平成 18 年 12 月 22 日に公布･施行された。 

 

１．改正された法律の概要 

    1. 前文が設けられ,法律制定の趣旨等が明らかにされたこと。 

    2. 教育の目的及び目標について,旧法にも規定されている「人格の完成」に加え,「公

共の精神」や「伝統と文化の尊重」など,今日重要と考えられる事柄が新たに規定

されたこと。また,教育に関する基本的な理念として,生涯学習社会の実現と教育の

機会均等が規定されたこと。(第 1 条から第 4 条まで) 

  3. 教育の実施に関する基本について定めることとし,旧法にも規定されている義務

教育,学校教育及び社会教育等に加え,大学,私立学校,家庭教育,幼児期の教育並び

に学校,家庭及び地域住民等の相互の連携協力について新たに規定されたこと。 

(第 5 条から第 15 条まで) 

  4. 教育行政における国と地方公共団体の役割分担 ,教育振興基本計画の策定等につ

いて規定された。(第 16 条及び第 17 条) 

  5. この法律に規定する諸条項を実施するため,必要な法令が制定されなければなら

ない旨が規定されたこと。(第 18 条) 

 

 

２．教育基本法新旧対照表 

 

改正法（平成18年法律第120号）  旧法律（昭和22年法律第25号）  

前文  

 我々日本国民は ,たゆまぬ努力によって築いてきた民主

的で文化的な国家を更に発展させるとともに ,世界の平和

と人類の福祉の向上に貢献することを願うものである。  

 我々は ,この理想を実現するため ,個人の尊厳を重んじ ,

真理と正義を希求し ,公共の精神を尊び ,豊かな人間性と

創造性を備えた人間の育成を期するとともに ,伝統を継承

し ,新しい文化の創造を目指す教育を推進する。  

 ここに ,我々は ,日本国憲法の精神にのっとり ,我が国の

未来を切り拓く教育の基本 を確立し ,その振興を図るた

め ,この法律を制定する。  

 前文  

 われらは ,さきに ,日本国憲法を確定し ,民主的で文化

的な国家を建設して ,世界の平和と人類の福祉に貢献し

ようとする決意を示した。この理想の実現は ,根本にお

いて教育の力にまつべきものである。  

 われらは ,個人の尊厳を重んじ ,真理と平和を希求する

人間の育成を期するとともに ,普遍的にしてしかも個性

ゆたかな文化の創造を目指す教育を普及徹底しなけれ

ばならない。  

 ここに ,日本国憲法の精神に則り ,教育の目的を明示し

て ,新しい日本の教育の基本を確立するため ,この法律を

制定する。  

（教育の目的）第１条  

 教育は ,人格の完成を目指し ,平和で民主的な国家及び

社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康

な国民の育成を期して行われなければならない。  

（教育の目的）第１条  

 教育は ,人格の完成を目指し ,平和的な国家及び社会の

形成者として ,真理と正義を愛し ,個人の価値をたつと

び ,勤労と責任を重んじ ,自主的精神に充ちた心身ともに

健康な国民の育成を期して行わなければならない。  
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（教育の目標）第２条  

 教育は ,その目的を実現するため ,学問の自由を尊重し

つつ ,次に掲げる目標を達 成するよう行われるものと す

る。  

一  幅広い知識と教養を身に付け ,真理を求める態度を養

い ,豊かな情操と道徳心を培うとともに ,健やかな身体

を養うこと。  

二  個人の価値を尊重して ,その能力を伸ばし ,創造性を

 培い ,自主及び自律の精神を養うとともに ,職業及び

生活との関連 を重視し ,勤 労を重んずる 態度を養う こ

と。  

三  正義と責任 ,男女の平等 ,自他の敬愛と協力を重んず

 るとともに ,公共の精神に基づき ,主体的に社会の形

成に参画し ,その発展に寄与する態度を養うこと。  

四  生命を尊び ,自然を大切にし ,環境の保全に寄与する

 態度を養うこと。  

五  伝統と文化を尊重し ,それらをはぐくんできた我が国

と郷土を愛するとともに ,他国を尊重し ,国際社会の平

 和と発展に寄与する態度を養うこと。  

 （教育の方針）第２条  

 教育の目的は ,あらゆる機会に ,あらゆる場所において

実現されなければならない。この目的を達成するために

は ,学問の自由を尊重し ,実際生活に即し ,自発的精神を

養い ,自他の敬愛と協力によつて ,文化の創造と発展に貢

献するように努めなければならない。  

（生涯学習の理念）第３条  

 国民一人一人が ,自己の人格を磨き ,豊かな人生を送る

ことができるよう ,その生涯にわたって ,あらゆる機会に ,

あらゆる場所において学習することができ ,その成果を適

切に生かすことのできる社会の実現が図られなければな

らない。  

 

（教育の機会均等）第４条  

 すべて国民は ,ひとしく ,その能力に応じた教育を受け

ある機会を与えられなければならず ,人種 ,信条 ,性別 ,社会

的身分 ,経済的地位又は門地によって ,教育上差別されな  

い。  

２  国及び地方公共団体は ,障害のある者が ,その障害の

 状態に応じ ,十分な教育を受けられるよう ,教育上必

要な支援を講じなければならない。  

３  国及び地方公共団体は ,能力があるにもかかわらず ,

 経済的理由によって修学が困難な者に対して ,奨学の

措置を講じなければならない。  

（教育の機会均等）第３条  

 すべて国民は ,ひとしく ,その能力に応ずる教育を受け

る機会を与えられなければならないものであって ,人種 ,

信条 ,性別 ,社会的身分 ,経済的地位又は門地によって ,教

育上差別されない。  

２   国及び地方公共団体は ,能力があるにもかかわら

ず , 経済的理由によつて修学困難な者に対して ,獎学

の方法  を講じなければならない。  

（義務教育）第５条  

 国民は ,その保護する子に ,別に法律で定めるところに

より ,普通教育を受けさせる義務を負う。  

２  義務教育として行われる普通教育は ,各個人の有する

能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎を

 培い ,また ,国家及び社会の形成者として必要とされ

る基本的な資質を養うことを目的として行われるもの

とする。  

３  国及び地方公共団体は ,義務教育の機会を保障し ,そ

の水準を確保するため ,適切な役割分担及び相互の協力

の下 ,その実施に責任を負う。  

４  国又は地方公共団体の設置する学校における義務教

育については ,授業料を徴収しない。  

（義務教育）第４条  

 国民は ,その保護する子女に ,九年の普通教育を受けさ

せる義務を負う。  

２  国又は地方公共団体の設置する学校における義務教

育  については ,授業料は ,これを徴收しない。  
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 ＊  削除。第２条三項に関連あり。  

（男女共学）第５条  

 男女は ,互に敬重し ,協力し合わなければならないもの

であって ,教育上男女の共学は ,認められなければならな

い。  

（学校教育）第６条  

 法律に定める学校は ,公の性質を有するものであって ,

国 ,地方公共団体及び法律に定める法人のみが ,これを設

置することができる。  

２  前項の学校においては ,教育の目標が達成されるよ

う ,教育を受ける者の心身の発達に応じて ,体系的な教

育が組織的に行われなければならない。この場合にお

いて ,教育を受ける者が ,学校生活を営む上で必要な規

律を重んずるとともに ,自ら進んで学習に取り組む意欲

を高めることを重視して行われなければならない。  

（学校教育）第６条  

 法律に定める学校は ,公の性質をもつものであって ,国

又は地方公共団体の外 ,法律に定める法人のみが ,これを

設置することができる。  

２  法律に定める学校の教員は ,全体の奉仕者であって ,

自己の使命を自覚し ,その職責の遂行に努めなければ

ならない。このためには ,教員の身分は ,尊重され ,その

待遇の適正が ,期せられなければならない。  

（大学）第７条  

大学は ,学術の中心として ,高い教養と専門的能力を培

うとともに ,深く真理を探究して新たな知見を創造し ,こ

れらの成果を広く社会に提供することにより ,社会の発展

に寄与するものとする。  

２  大学については ,自主性 ,自律性その他の大学におけ

る教育及び研究の特性が尊重されなければならない。  

 

（私立学校）第８条  

 私立学校の有する公の性質及び学校教育において果た

す重要な役割にかんがみ ,国及び地方公共団体は ,その自

主性を尊重しつつ ,助成その他の適当な方法によって私立

学校教育の振興に努めなければならない。  

 

（教員）第９条  

 法律に定める学校の教員は ,自己の崇高な使命を深く自

覚し ,絶えず研究と修養に励み ,その職責の遂行に努めな

ければならない。  

２  前項の教員については ,その使命と職責の重要性にか

んがみ ,その身分は尊重され ,待遇の適正が期せられる

とともに ,養成 と研修の充 実が図られな ければなら な

い。  

 

（家庭教育）第10条  

 父母その他の保護者は ,子の教育について第一義的責任

を有するものであって ,生活のために必要な習慣を身に付

けさせるとともに ,自立心を育成し ,心身の調和のとれた

発達を図るよう努めるものとする。  

２  国及び地方公共団体は ,家庭教育の自主性を尊重しつ

つ ,保護者に対する学習の機会及び情報の提供その他の

家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努

めなければならない。  

 

（幼児期の教育）第 11条  

 幼児期の教育は ,生涯にわたる人格形成の基礎を培う重

要なものであることにかんがみ ,国及び地方公共団体は ,

幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備その他適  

当な方法によって ,その振興に努めなければならない。  
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（社会教育）第12条  

 個人の要望や社会の要請にこたえ ,社会において行われ

る教育は ,国及び地方公共団体によって奨励されなければ

ならない。  

２  国及び地方公共団体は ,図書館 ,博物館 ,公民館その他

の社会教育施設の設置 ,学校の施設の利用 ,学習の機会

及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育

の振興に努めなければならない。  

（社会教育）第７条  

 家庭教育及び勤労の場所その他社会において行われ

る教育は ,国及び地方公共団体によつて奨励されなけれ

ばならない。  

２   国及び地方公共団体は ,図書館 ,博物館 ,公民館等の

施  設の設置 ,学校の施設の利用その他適当な方法に

よつて教育の目的の実現に努めなければならない。  

（学校 ,家庭及び地域住民等の相互の連携協力）第 13条  

 学校 ,家庭及び地域住民その他の関係者は ,教育におけ

るそれぞれの役割と責任を自覚するとともに ,相互の連携

及び協力に努めるものとする。  

 

（政治教育）第14条  

 良識ある公民として必要な政治的教養は ,教育上尊重さ

れなければならない。  

２  法律に定める学校は ,特定の政党を支持し ,又はこれ

に反対するための政治教育その他政治的活動をしてはな

らない。  

（政治教育）第８条  

 良識ある公民たるに必要な政治的教養は ,教育上これ

を尊重しなければならない。  

２   法律に定める学校は ,特定の政党を支持し ,又はこれ

に反対するための政治教育その他政治的活動をして

はならない。  

（宗教教育）第15条  

 宗教に関する寛容の態度 ,宗教に関する一般的な教養及

び宗教の社会生活における地位は ,教育上尊重されなけれ

ばならない。  

２  国及び地方公共団体が設置する学校は ,特定の宗教の

ための宗教教育その他宗教的活動をしてはならない。  

（宗教教育）第９条  

 宗教に関する寛容の態度及び宗教の社会生活におけ

る地位は ,教育上これを尊重しなければならない。  

２   国及び地方公共団体が設置する学校は ,特定の宗教

のための宗教教育その他宗教的活動をしてはならな

い。  

（教育行政）第16条  

 教育は ,不当な支配に服することなく ,この法律及び他

の法律の定めるところにより行われるべきものであり ,教

育行政は ,国と地方公共団体との適切な役割分担及び相互

の協力の下 ,公正かつ適正に行われなければならない。  

２  国は ,全国的な教育の機会均等と教育水準の維持向上

を図るため ,教育に関する施策を総合的に策定し ,実施

しなければならない。  

３  地方公共団体は ,その地域における教育の振興を図る

ため ,その実情に応じた教育に関する施策を策定し ,実

施しなければならない。  

４  国及び地方公共団体は ,教育が円滑かつ継続的に実施

されるよう ,必要な財政上の措置を講じなければならな

い。  

（教育行政）第10条  

 教育は ,不当な支配に服することなく ,国民全体に対し

直接に責任を負って行われるべきものである。  
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（教育振興基本計画）第 17条  

 政府は ,教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため ,教育の振興に関する施策についての基本

的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について ,基

本的な計画を定め ,これを国会に報告するとともに ,公表

しなければならない。  

２  地方公共団体は ,前項の計画を参酌し ,その地域の実

情に応じ ,当該地方公共団体における教育の振興のため

の施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなけれ

ばならない。  

（教育行政）第10条  

２   教育行政は ,この自覚のもとに ,教育の目的を遂行す

るに必要な諸条件の整備確立を目標として行われな

ければならない。  

（法令の制定）第18条  

 この法律に規定する諸条項を実施するため ,必要な法令

が制定されなければならない。  

（補則）第11条  

 この法律に掲げる諸条項を実施するために必要があ

る場合には ,適当な法令が制定されなければならない。  
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４ 船橋市生涯学習推進本部設置要綱  

 

（設置） 

第 1 条 本市における生涯学習に関する施策の総合的かつ効果的な推進を図るため、

船橋市生涯学習推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。  

（所掌事項） 

第 2 条 推進本部の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。 

（1）生涯学習に関する施策に係わる基本方針の策定に関すること。  

（2）生涯学習に関する施策の総合調整に関すること。 

（3）生涯学習に関する施策の推進に関すること。 

（4）その他生涯学習に関すること。 

（組織） 

第 3 条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。  

2 本部長は市長の職にある者を、副本部長は副市長の職にある者及び教育長の職にあ

る者を、本部員は別表 1 に定める者をもって充てる。 

3 本部長は、会務を総理する。 

4 本部長に事故あるときは、あらかじめ本部長が指名する副本部長がその職務を代理

する。 

（会議） 

第 4 条 推進本部の会議は、本部長が招集し、その議長となる。 

2 推進本部の会議に、必要があると認めるときは、本部員以外の者をその会議に出席

させ、意見又は説明を求めることができる。 

（幹事会） 

第 5 条 推進本部に幹事会を置き、幹事は別表 2 に定める職にある者（以下「幹事」

という。）とする。 

2 幹事会は、推進本部の所掌事務に関する専門的な調査・検討及び推進本部の会議に

付する事案の調整を行う。 

3 幹事会は、教育委員会教育次長の職にある者が幹事長となり、会議を招集し、その

会議を主宰する。 

4 幹事会は、必要があると認めるときは、幹事以外の者をその会議に出席させ、意見

又は説明を求めることができる。 

（専門部会） 

第 6 条 幹事会に必要に応じ、専門部会を置くことができる。 

2 専門部会は、幹事長が指名する職員をもって組織する。 

3 専門部会に、専門部会長を置き、会議を掌理する。 

4 専門部会に必要に応じ、分科会を置くことができる。 

（庶務） 

第 7 条 本部の庶務は、教育委員会生涯学習部社会教育課において処理する。  

（補則） 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  
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附則 

この要綱は、平成 11 年 7 月 16 日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成 22 年 12 月 8 日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成 24 年 11 月 1 日から施行する。 
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別表１（生涯学習推進本部） 別表２（幹事会） 

本部長 市長  幹事長 教育次長 

副本部長 副市長  副幹事長 生涯学習部長 

  副市長  幹事 危機管理課長 

  教育長    広報課長 

本部員 病院事業管理者    市民の声を聞く課長 

  健康福祉局長    国際交流室長 

  建設局長    政策企画課長 

  市長公室長    男女共同参画センター所長 

  企画財政部長    総務課長 

  総務部長    税制課長 

  税務部長    自治振興課長 

  市民生活部長    市民協働課長 

  健康部長    市民安全推進課長 

  保健所長    健康政策課長 

  保健所理事    健康増進課長 

  医療センター院長    保健所総務課長 

  医療センター事務局長    地域福祉課長 

  福祉サービス部長    高齢者福祉課長 

  子育て支援部長    障害福祉課長 

  環境部長    児童家庭課長 

  経済部長    保育課長 

  中央卸売市場長    児童育成課長 

  都市計画部長    環境保全課長 

  都市整備部長    クリーン推進課長 

  道路部長    商工振興課長 

  下水道部長    消費生活課長 

  建築部長    都市総務課長 

  消防局長    公園緑地課長 

  教育次長    道路管理課長 

  管理部長    下水道総務課長 

  学校教育部長    建築指導課長 

  生涯学習部長    消防局総務課長 

  議会事務局長    教育総務課長 

  選挙管理委員会事務局長    学務課長 

  監査委員事務局長    指導課長 

  農業委員会事務局長    保健体育課長 

  会計管理者    総合教育センター所長 

      社会教育課長 

     文化課長 

    青少年課長 

    生涯スポーツ課長 

    中央公民館長 

    中央図書館長 
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５ 船橋市生涯学習推進協議会設置要綱  

 

（設置） 

第 1 条 本市における生涯学習の推進を図るため、船橋市生涯学習推進協議会（以下

「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第 2 条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

（1）生涯学習施策に関すること。 

（2）生涯学習関係機関及び関係団体相互の連携・協力に関すること。  

（3）その他生涯学習の推進に関すること。 

（組織） 

第 3 条 協議会は委員 18 名以内をもって組織し、委員は生涯学習について識見を有

する、次の各号に掲げる者の内から市長が委嘱する。 

（1）学識経験者                          3 名以内 

（2）生涯学習団体関係者                  4 名以内 

（3）教育関係者                          3 名以内 

（4）社会教育・公民館運営審議会委員      5 名以内 

（5）その他市長が必要があると認めた者    3 名以内 

（任期） 

第 4 条 協議会の委員の任期は、2 年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とす

る。ただし、再任を妨げない。 

（会長及び副会長） 

第 5 条 協議会に会長及び副会長を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

3 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。  

（会議） 

第 6 条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、その議長となる。  

2 協議会は、協議のため必要があるときは、関係者の出席を求めてその意見を聴くこ

とができる。 

（小委員会） 

第 7 条 協議会は、専門的事項について調査審議するため、会長の指名する者及び委

員をもって組織する小委員会を設置することができる。 

（事務局） 

第 8 条 協議会の事務局は、生涯学習部社会教育課に置く。 

（災害補償） 

第 9 条 協議会開催の際に生じた災害に関する補償は、議会の議員その他非常勤の職

員の公務災害補償等に関する条例（昭和 42 年船橋市条例第 33 号）を準用する。 

（補足） 

第 10 条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附則 

この要綱は、平成 11 年 7 月 16 日から施行する。 
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６ 船橋市生涯学習推進協議会委員名簿  

 

 

 
氏   名  所 属 等 

要綱 

第３条 

会長 齋藤
サイトウ

 哲
テツ

瑯
ロウ

 川村学園女子大学教授 １号 

副会長 髙橋
タカハシ

 克文
カツブミ

 船橋市社会教育委員長 ４号 

委員 村瀬
ム ラ セ

 光一
アキカズ

 元船橋市教育委員会委員 １号 

委員 青池
アオイケ

 國
クニ

晴
ハル

 
学校法人創志学園 

クラーク記念国際高校 教育部長 
１号 

委員 河村
カワムラ

 保
ヤス

輔
スケ

 
船橋市生涯学習コーディネーター 

連絡協議会 前会長 
２号 

委員 高橋
タカハシ

 佳奈子
カ ナ コ

 ガールスカウト船橋市連絡会理事 ２号 

委員 星野
ホ シ ノ

 義幸
ヨシユキ

 
船橋市立飯山満南小学校長 

～平成 24 年 3 月 31 日 
３号 

委員 遠山
トオヤマ

 俊夫
ト シ オ

 
船橋市立飯山満小学校長 

平成 24 年 4 月 1 日～ 

委員 鳥海
トリウミ

 サトヱ 船橋市北部公民館運営審議会委員 ４号 

委員 田丸
タ マ ル

 淳
ジュン

一郎
イチロウ

 市民公募委員 ５号 

委員 寺田
テ ラ ダ

 眞理子
マ リ コ

 市民公募委員 ５号 

 

  



 

111 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『輝け！「船橋のみんながもっている一番星」』について 

 

「ふなばし一番星プラン」の愛称は、前計画の表紙になった青木美保さん

の絵と標語「船橋のみんながもっている一番星」をもとに生まれたものです。 

前計画の策定から 1０年以上が経過した現在、作者の青木美保さんにあら

ためて再会することができました。 

今も市内にお住まいの青木さんは・・ 

「この絵を描いた平成１１年当時は、芝山中学校３年生でした。このとき

は、一人ひとりが個性を大切に、自分にとっての一番星という希望に向かっ

ていくようなイメージを持って、描いたことを覚えています」とのこと。   

私たちみんなが持っているそれぞれの力や個性が、生涯学習を通して、一

人ひとりの一番星となって光り輝き、やがて輪となって地域全体をより明る

く輝き出すことを願って、あらためてこの絵を計画の最後に掲載します。  
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